
5. 1学年編成タイプ校の学習形態

5. 1 乳幼児数と教員数

1学年編成タイ プとは、 0才-2才児の 3学年のうち 1学年のみ在籍 している

場合のタイプであり、その年齢別乳幼児数を示したものが[表 8-2 5]である。

乳幼児数は、 0才児が 3人、 1才児 12人、 2才児 48人で合計 63人である。

1校当たりの平均人数は、 0才児で平均 1. 5人、 1才児で平均 1. 7人、 2才

児で平均 3. 2人と 、O才及び 1才児が 1人台と少ない。また、学校数でみても

年齢の高い 2才児が大半を占めており、 1学年のみの小規模なものである場合は、

おおよそ年紛の高い学年での構成となるとみることもできょうが、しかし逆にみ

れば、年齢の低い学年のみで構成されることも起こりうることを示しているとも

いえよう。

つぎに教員数を[表 8-2 6]でみると、専任的教員+グループ指導時のみ加

わる他学部教員という教員配置は 3割弱にみられるが、それら教員を含めると、

教育相談の教員数は全体で 49人であり、 1校当たりの教員数は平均 2. 0人と

なる。

[表8-25]学級人数別でみた年令別乳幼児数

(校〕 (人)

分析 学級人数 乳幼児数
学年 校数 1人 2人 3人 4人 5人 6人 学年別 自十

0 才 2 1 1 3 

l 才 7 3 3 1 1 2 63 

2 才 1 5 3 3 3 3 3 4 8 

[表8-26]教員配白状況と教員数
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5. 2 学習集団の週間形態

1学年編成タイ プ校における週間指導スケジュールをまとめたものを、設世校

数タイプ別に示す。[図 8-1 2] は7校設置タイプ、 [図 8-1 3] は4校設

置タイプ、 [図 8-1 4] は3校設置タイプ、 [図 8-1 5] は2校設泣タイプ、

[図 8-1 6] は1校設箇タイプである。

学習集団の編成は、聴覚障害乳幼児 1人+母貌+教員という集団で行われる個

別指導と復数の聴覚障害乳幼児+復数の母観+教員という集団で行われるグルー

プ指導の 2つであること、また、指導時間、週間指導回数、個人指導とグループ

指導の組み合わせ等も各校独自なものとなっていることは、これまでみてきた 2

編成タイプと変わるところはない。

その個別指導及びグループ指導の集団編成状況を示したものが[表 8-2 7] 

である。

個別指導は、 O才児在籍校では 2校と少ないが全校で、また 1才児、 2才児は

ともに 8. 5割強の学校で行われている。一方、グループ指導は、 0才児では行

われてなく、 1才 ・2才児も 2;IilJ以下と少ないものとなっている。また、 l学年

編成であることから幼稚部等の 3才児以上の年齢児との合同もみられるが、それ

も少ないものとな っている。

つぎに週間スケジュールの中での指導状況を、その個別指導及びグループ指導

の組み合わせ及び指導回数について示したものが[表 8-2 8] である。

個別指導、グループ指導の組み合わせ別にみると、個別指導のみが 5.5書IJ弱

と最も多く、ついで個別+グループ指導 3;tIJ強、グループ指導のみが 1;IilJ強とな

[表8-27]個別及びグループ指導の状況

(校)

個別学習 グループ学習
指導 学年単位 合同

2 才 1 才 0 才 形態 0 才 1 才 2 才 2・3・4t

1 5 7 2 分析対象校 2 7 1 5 1 5 

1 3 6 2 実施校数 l 3 3 
( 86. 7 (85目7) ( 100) (14φ3) (20. 0) (20. 0) I 

* ( )は%
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[図 8-14J3校設置タイプの週間指導形態
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っている。それらの年齢別での状況は、個別指導のみがoJ-児で 10割、 l.-tで

8. 5 tTJ強、 2才児で 3tJJ ~主と、 O 才 、 1 才児ではほとんどが個別指導のみとな

っていることがわかる。その週間指導回数は 1回が 6割強、 2回が4割弱となっ

ている。

つづいて個別 +グループの指導形態であるが、その指若手回数よって個別 l四十

グループ 1回から個別 2四十グループ 2固までの 4タイ プに分けられる。なかで

も伺)lIJ1一回+グループ 1回が 5割lと最も多く、 ついで個別 1回 十グルー プ2回で

2. 5l!i1Jとな っており、他のタイプは 1割台と少ない。また、そ れを年齢別でみ

ると 、個別 +グルー プでの指導は O才、 1才児では行われでな く、 2才児のみで

行われていることがわかる。

一方グループ指導のみの場合は、週間指導回数は 1~3 固まであるが、 O 才児

では行われてなく、 1才、 2才児で 3校と少ないものの行われているのがわかる。

まとめると O才児では個別のみの指導だけが行われ、 1才児でもグループのみ

の指導も若干あるものの、ほぽ個別指導のみとい った O才児と問機の指導が行わ

れている。 2才児では個別+グループ指導が多くなるものの、個別指導のみも前

( 2学年 ・3学年編成)タイプと比べ多くな ってお り、 1学年のみの編成と小規

模であることによるものと思われる。また、 1学年編成と小規伎でもあることも

あり 、グループ指導においては、幼稚部3才児以上の学年との合同での指導もみ

られる。

[表8-28J 1学年編成タイプの週間指導状況

(船

----個別指導のみ グループ指導+個別指導 グループ指導のみ

1/'-1'指導回数(目/量) 1 2 1 2 3 

個)ll指導回数(目A 1 2 1 2 1 l 

0 才

年
(50.0l ) 

l 才
〔7L45) 

年
(141 3) (141 3) 

2 才
(1332 〕 (2003 〕 (26.64 〕 (13.32 〕 (671 〕

(33.2B ) 
3十

(20.85 〕 (1674 〉 (8.32 ) (4.2l 〕 (4.2l 〕 (42l 〕 (4，21 ) 

(54123 〕 (33.38 〕 (12.53 ) 

* ( )は%
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5. 3 指導内容

1学年編成タイプ校における主な指導内容を示したものが[表 8-2 9 Jであ

る。なお有効分析対象校は 24校中 22校である。また指導内容の主な項目は前

編成タイプと同じである。

指導内容の主な項目のなかで最も多いのは、聡1'1:管理と聴覚活用学習でありと

もに 8割弱で、ついでことばの獲得、母子関係がともに 6割弱、生活習伯、全体

的発達がともに 4書IJ強とつづく。前(2学年 ・3学年編成)タイプと比べ全体的

に割合が低くなっているものの内容的には大き異なるところはみられない。また、

指導内容では 2学年 ・3学年編成タイプにみられなかったものとして、ことばの

獲得では「ロ声模倣J、両親指導では「家族の理解」などがみられる。

[表8-29J 1学年編成タイプ校の主な指導内容

分類 回答数 主な指導内容

1 聴覚管理 16 補聴器の使い方、フィッティング、補臓器装用、 HA管理、補聴器装用
(72.3) 勝力検査

2 聴覚学習 17 聴覚活用、聴能訓練、歌あそび、音楽リズム、音さがし、感覚あそび
(77.3) 

3. ことばの 13 ことばの指導、自然な発声誘導、呼吸訓練、ロ声模倣、発音指導
獲 得 (59. 1) 

4 母子関係 13 母子コミュニケーション、親子のかかわり方、母子あそび
(59. 1) 

5 生活習慣 9 しつけ指導、身辺自立、基本的生活習慣の指導
(40. 9) 

6.全体的発達 9 あそび、運動、年令・発達に応じたあそび、お遊戯、手あそび、え日記
(40. 9) 

7 両親指導 5 母親指導、母親相談、家族の浬解と協力、母親の役割
(22. 7) 

8.障害の受容 1 障害受容について
( 4.5) 

9.その他 4 福祉について、家庭学習のしかた、個人商談、その他の質問に答える
(18. 2) 
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5. 4 指導時!日l

1学年編成タイプ校における個別指導及びグループ桁導の指導時間の状況を示

したものが[表 8-3 0 Jである。分析対象校は 24校であり、同一校同一指導

で指導時間が異なる場合に含めるものとしたことは前タイプと問機である。

個別指導の指導i時!日jは、 20分から最長 19 0分までとやはり聞きはあるもの

の、 12 0 -1 7 9分が中でも 6. 5 j!fiJ強と最も多く大半を占め、他のタイプは

1 j!fiJ台以下と少ないものとなっている。また、それを年総別での指導時間でみる

と、 60-179分が大半を占めている中で、 2才児の 60分以下が 2~J強ある

のが目立っている。

つづいてグループ指導での指導時聞をみると、全体としては、 120-179

分が 6. 5割強 (8/12校)と最も多く、他は 1制l台以下となっている。しか

しまた、 480分という長時間にわたる指導時間を取っている学校や、 2・3・

4才合同と幼稚部在籍児等との合同での指導を行っている学校も、数は少ないも

ののみられる。

5. 5 指導場所

i学年編成タイプ校における指導時に使用する主な指導協所を[表 8-3 1 J 

に示す。分析対象校は 24校である。

教育相談の指導室としては、専用の教室を持つ学校も 1校あるものの、教育相

談室のみが 8割強と、殆どの学校では専用室 1室となっているといえる。しかし

また、教育相談専用室の無い学校も 1;!iIJ強(3校)にみられる。

一方、指導室不足時においては、幼稚部等のプレイルーム、聴能関迷諸室、個

別指導室、教室を使用しているのがみられるが、 l学年のみ編成であることもあ

り、 他の編成タイプと比べてその割合は低くなっているのがわかる。
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[表8-30 J学年別での個別及びグループ指導時間

個別指導 時間 グループ指導

言十 2 才 1 才 0 才 白子) O 才 1 才 2 才 2・3・4才

5 5 60未満 1 

(19， 2) (29， 4) (11. 1) 

6 3 2 l 60-119 

(23， 1) (17， 6) (33， 3) (33， 3) 

14 8 4 2 120-179 6 2 

(53， 8) (47，1) (66， 7) (66， 7) (66， 7) ( 100) 

1 1 180-239 1 

( 3，9) ( 5，9) ( 100) 

240以上 1 1 

( 100) (11. 1) 

26 17 6 3 計 1 9 2 

( 100) ( 100) ( 100) ( 100) ( 100) ( 100) ( 100) 

* ( )は%

[表8-31] 1学年編成タイプ校の主な指導場所

教育相談専用 幼稚部周

24 I 20 
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(校〉

百十

l 

(83， 0) 

B 

(66， 7) 

l 

( 8，3) 

2 

(16， 7) 

12 

( 100) 

(校〕

6 各学年編成タイプの比較考察

これまでに各学年編成タイプ毎の分析を通して、各タイプfijの学習形態の全体

的概要を明らかにしてきた。そのなかで、各タイプ毎に異なるものがあることも

示唆してきたのであるが、 0才-2才教育相談での指導は 6訟でも示したように

効果的な聴覚障害乳幼児教育を行う上での基本的指導形態、すなわち目指すべき

基本的指導形態にあることから、ここでは、この目指すべき基本的指導形態を踏

まえながら、各学年編成タイプにみられる相違の比較考察を試みる。

6. 1 学習集団の週間形態

0才-2才児教育相談での集団の構成員としては、個別指導が聴覚障害乳幼児

1人+母親+教員という集団で、グループ指導では複数の聴覚障害乳幼児+仮数

の母親+教員という集団で行われている。これは、各学年編成タイプとも同じで

あり、目指すべき基本的指導形態にも即しているといえる。

この個別指導及びグループ指導の状況を学年編成別で示したものが[図 8

1 7 ]、 [表 8-3 2]である。

まず個別指導をみると、 0才児では学年編成が少ないほど、また 2才児では逆

に学年編成が多いほど、指導を行っている割合は高くなるという傾向はみられる

ものの、しかし、学年編成タイプおよび各年齢を通して 8;!;IJ以上とな っているこ

とから、ほぼ各校で行われているといえよう。

つぎのグループ指導には学年単位と学年合同の 2形態があるが、まず学年単位

をみると、 0才児では、 3学年編成タイプに若干みられるものの、ほとんど行わ

れていないといえる。つづく 1才児の場合は、在籍児の少ない 1学年編成タイプ

を除く、 2・3学年編成タイプではほぼ半数で行われており、また 2才児では、

1学年編成タイ プで 6割、 2・3学年編成タイプで 7割台と高い割合で行われて

いるのがわかる。 一方、学年合同では、 3学年編成タイプで H担l台となっている

が、 1. 2学年編成タイプでは学年が揃っていないこともあり少ないものとなっ

ているのがわかる。
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[図 8-1 7]学年編成別での個別及びグループ指導状況

[表8-32]学年編成別での個別及びグループ指導の学年別状況

個別指導

2 才 l 才 0 才

13/15 6/7 2/2 
(86. 7) (85. 7) ( 100) 

25/27 20/24 3/3 
(92. 6) (83. 3) ( 100) 

25/25 21/25 20/25 
( 100) (84. 0) (80. 0) 

63/67 47/56 25/30 
(94 0) (83. 9) (83.3) 

水分母は乳幼児在籍校数

* ( )は%

学年編成
タイプ校

1学年
編 成

2学年
編 成

3学年
縞 成

E十

グループ指導
学年単位 学年合同
0 才 1 才 2 才 0・1t 1・2t0・1・2才

1/7 9/15 
(14.3) (60. 0) 

ll/24 21/27 5/24 
(45. 8) (77. 8) (20. 8) 

1/25 13/25 18/25 4/25 3/25 4/25 
( 4.0) (52. 0) (72. 0) (16. 0) (12.0) (16. 0) 

1/25 25/56 48/67 4/25 8/49 4/25 
( 4.0) (44. 6) (71. 6) (16. 0) (16. 3) (16. 0) 
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1∞% 

(校)

2・3・4t

2/15 
(13.3) 

2/15 
(13. 3)1 

つぎに、この各学年編成タイプ別でみた個別指導及びグループ指導の週間指導

形態を示したものが[表 8-3 3]である。

週間の指導形態としては、個別 +グループの指導形態が6割弱と最も多く、個

別指導のみが 3割強、 グループ指導のみが 1割強となっており、目指すべき法本

的学習指導形態にも周]している個別+グループでの桁噂形態が、ほぼ主流となっ

ているといえる。

つぎにそれを学年別でみると、 O才児では、 3学年編成タイプで個別+グルー

プの形態も若干みられるものの、ほぼ個別指導のみで行われているといえる。つ

ぎの 1才 ・2才児では、個別+グループの指導形態が最も多くを占めているが、

また、個別指導のみでは 1才児が、グループ指導のみでは 2才児が多くなってい

る傾向も読み取れる。

それら指導形態の週間の指導回数は、個別+グループの指導では個l]IJ1回 1グ

ループ 1回が 6・5割強と最も多く、次いで個別 1回+グループ 2回の 1・5卯l

強となっている。 一方、 個別指導のみ、グループ指導のみではどちらも週 1回が

最も多くなっている。

これらのことから、 O才-2才児教育相談では、総覚障害乳幼児十母親+教師

を基本集団とし、個別指導及びグループ指導が行われている。 0才児では個別指

導を重視した指導が行われ、 1才児で個別+グループの指導形態へと徐々に移行

し、 2才児ではほとんどが個別+グループの指導形態となるといったまま本的な指

導形態をみることができる。また、週間の指塁手回数は、個別、グループ指導のみ

が週 1回、個別+グループも週各 1凹が大半を占めているといえよう。
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[表 8-33]学年編成別での週間指導形態

個別指導~ のみ グループ指導+個別指導

グループ指導 1 2 

個別指導 1 2 1 2 1 2 

。才 1 1 
1編 (50.0) (50. 0) 

学 1才 5 1 
(71. 4) (14.3) 

年j或
2才 2 3 4 2 1 1 
(13.3) (20.0) (26.6) 03.3) ( 6.7) ( 6.7) 

0才 3 
2編 ( 100) 

学 1才 7 1 9 2 
(29.2) ( 4.2) (37.4) ( 8.3) 

年成
2才 2 14 l 6 
( 3.7) (58.9) ( 3.7) (22. 2) 

0才 16 4 
3編 (64.0) (16. 0) 

学 1才 4 13 1 1 1 
(16. 0) (52. 0) ( 4.0) ( 4.0) ( 4.0) 

年成
2才 1115 2 4 1 

( 4. 0) (60.0) ( 8.0) (16.0) ( 4.0) 

39 7159 6114 3 
(25.5) ( 4.6) (38. 6) ( 3.9) ( 9.2) ( 2.0) 

計
46 
(30. 1) 

*グループ指導、個別指導は回/迎。
* ( )は%。

88 
(57.5) 
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3 

2 

1 
( 4.2) 

3 
(11. 1) 

1 
( 4.0) 

4 1 
( 2.6) ( 0.7) 

(校)

グループ指導
のみ

5 1 2 3 I 

1 

1 
(14.3) 

1 1 1 
( 6.7) ( 6.7) 

2 1 1 
( 8.3) ( 4.2) ( 4.2) 

1 1 
( 3.7) ( 3.7) 

4 1 
(16. 0) ( 4.0) 

3 1 1 
(12.0) ( 4.0) ( 4.0) 

( 4.0) 

1 1 10 5 4 
( 0.7) ( 6.5) ( 3.3) ( 2.6) 

19 
(12.4) 

6. 2 指導内容

0才-2才児教育相談での主な指導内容を学年編成タイプ別でみたものを [表

8 -34] に、また都道府県設置校数タイプ別でみたものを [表 8-35] に示

す。なお指導項目の内容は[表 8-3 6] に示す。

まず主な指導内容としては、聴覚管理、聡党活用学習に関する指導の割合が最

も高く、ついで母子関係、全体的発達、ことばの獲得、生活轡慣に|測する指導と

なっており、これはどの学年編成タイプにおいてもほぼ同様の割合とみることが

できる。このことは、まだ両親指導の割合が低いのがみられるものの、今自の聴

覚障害乳幼児教育法を展開する上で最も重要な2基本的管理事項となる聴覚管理及

び聴覚活用学習に関する指導の剖合高いことにおいて、ほぼ目指すべき基本的指

導形態にも即しているといえよう。

またこの指導内容を都道府県設置校数タイプ別でみても、そこに有怠差はみら

れなかったことから、この指導内容は、ほぼ全国的なレベルで一定の定着をみて

いると いえよう。

[表8-34]学年編成タイプ)}IJでの主な指導内容

(校)

~ 分析 聴覚 聡党 ことば 母子 生活 全体的 両籾対象校 管理 学習 の獲得 関係 習慣 発達 指導 受容 その他

1学年 22 1 6 1 7 1 3 1 3 9 9 5 4 

編 成 (72. 3) (77.3) (59. 1) (59.1) (40.9) (40.9) (22. 7) (4.5) (18.2) 

2学年 2 7 22 22 1 7 1 8 1 5 1 4 7 2 4 

編成 (81. 5) (81. 5) (60.3) (66. 7) (55. 6) (51. 9) (25.9) (7.4) (14.8) 

3学年 24 2 3 1 9 1 8 1 5 2 1 1 8 6 1 4 

編 成 (95.8) (79.2) (75.0) (62. 5) (87.5) (75.0) (25.0) (4.2) (16. 7) 

計 7 3 61 58 4 8 4 6 4 5 4 1 1 8 4 1 2 

(83. 6) (79. 5) (65. 8) (63.0) (61. 6) (56. 2) (24. 7) (5.8) (16.4) 

L一一一一

* ( )は%。
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6. 3 指導時間]
[表 8-35]設置校タイプ別での主な指導内容

(船

設 置分析対 聴覚 聴覚 ことば 母子 生活 全体的 両親

タイプ 象校数 管理 学習 の獲得 関係 習慣 発達 指導 受容 その他

7校設置 11 10 8 5 6 7 4 1 l 3 
(90.9) (72.7) (45.5) (54.5) (63.6) (36.4) ( 9.1) ( 9.1) (27.3) 

5校設置 4 3 3 3 3 2 1 3 1 
(75.0) (75.0) (75.0) (75.0) (50.0) (25.0) (75.0) (25.0) 

4校設置 11 10 自 10 5 7 7 4 2 
(90.9) (72.7) (90.9) (45.5) (63.6) (63.6) (36.4) (18.2) 

3校設置 10 8 日 6 7 8 8 1 2 
(80.0) (80.0) (60.0) (70.0) (80.0) (80.0) (10.0) (20.0) 

2校設置 17 14 14 10 15 9 1 1 6 2 2 
(82.4) (82.4) (58.8) (88.2) (52.9) (64.7) (35.3) ( 6.9) ( 6.9) 

1校設置 20 16 17 14 10 12 10 3 l 2 
(80.0) (85.0) (70.0) (50.0) (60.0) (50.0) (15.0) ( 5.0) (10.0) 

百十 73 61 58 48 46 45 41 8 4 12 
(83.6) (79.5) (65.8) (閃.0) (61. 6) (56.2) (24.7) ( 5.8) (16.4) 

[表 8-36]主な指導項目内訳

O才-2才児教育相談の個別指導及びグループ指導の指導時間を学年別でみた

ものが[表 8-3 7]である。

まず個別指導の指導時間を学年別でみると、校数は少ないものの最大 300分

を含め 240分以上の指導時間を取っている学校も 2才児以上でみられるが、 全

学年を適して 60-1 1 9分が最も多く、次いで 120-179分とな っており、

この 60-179分で 8. 5割弱を占めている。

一方、グループ指導での指導時間は、学年単位での 1才児と 2才児とでは、 2

才児の方が若干指導時間を長くとる傾向はみられるものの、学年単位、学年合同

のどちらも最も多くなっているのは 120-179分となっている。

これ らから、個別指導ではおおよそ 1-3時間程度、グループ指導ではおおよ

そ 2-3時間程度の指導時間を取っているとみることができる。そしてこのこと

から、少なくともその時聞は、 0才-2才乳幼児の生活が学校で展開されること

* ( )は%

になるといえる。

l 聴覚 補聴器の効果的使い方、 HA管理、聴力担担、フィッティング、補聴器装周

管理 オージオグラムの見方、聴力測定

2 聴覚 聴覚活用、歌あそび、音楽リズム、絵本の読み聞かせ、吹く道び、感覚訓練あそび

学習 音遊び、楽器の聞分け、聴覚開発、音さがし、聴力訓練、残在聴力への働きかけ

3. ことば ことば申指君事、発声 ・発語へのステップ、ことばのかけ方と育て方、発音の基礎訓練

の獲得 自然な発声誘導、呼吸訓練、舌体慢、口声筏倣、発声指導、ロ形、息の出し方指導

4 母子 母子コミュニケ-ノョン、親子のかかわり方 ・接し方

関係 気持ちを辺い合わせるかかわり方、子供との心の交流

5 生活 身辺自立、生活白リズム、しつけ指導、日常性格指導

習慣

6 全体的 手遊び、絵日記、製作品そび、年齢 ・発速に応じたあそび

発述 運動、あそび、体育的あそび、体験あそび、室内あそび、絵本

7 間続 母観講座、母観指導、両親講座、母観相薮

指導 母絹とのノート、話し合い、籾同志の盛議会、家Iti<の理解と凶力、子育て講座

8 受容 陣曹の受容

9 その他 聴覚教材の健示について、個人而談、育児記録指君事、家庭訪問掠導、家庭学習の仕方

11!助(障害に伴う手続き ・世話〉、福祉について、指祉情報提供

その{也の質問に答える、情報銀助

[表8-37]学年別での個別及びグループ指導時間
(校)

個別指導 時間 グループ指導

Z十 2 才 1 才 。才 t分】 。才 l 才 2 才 。.1才 1.2t 0・1・2才 2・3-4t 自十

12 10 2 60未満 2 2 
( 8. 1) (13.3) ( 4.1) (3.8) ( 2. 1) 

63 27 22 14 60-119 2 1 2 l 1 7 
(42.3) (36.0) (44‘9) (56.0) ( 7.4) ( 1.9) (40.0) 04 3) (25.0) ( 7. 1) 

58 27 20 11 120-179 l 13 24 3 3 2 46 
(38.9) (36.0) (40.8) (44.0) ( 10日〕 (48.1) (46.2) (42.9) (75.0) ( 100) (46.9)1 

1 1 8 3 一 180-239 B 1 2 2 2 24 
( 7.4) (10.7) ( 6.1) (29.7) (23.1) (40.0) (28.5) (24 5) 

5 3 2 -1 240Ji.l上 4 13 1 l 19 
( 3.4) ( 4.0) ( 4.1) 04.8) (25.0) (20.0) (14.3) (19.4) 

149 75 49 25 E十 1 27 52 5 7 4 2 98 
( 100) ( 100) ( 100) ( 100) ( 100) ( 100) ( 100) ( 100) ( 100) ( 100) ( 100) ( 100) 

* ( )は%。
-254ー Fhd 

Rυ 。L



つづいて学年編成タイプ別でみたものを[表 8-3 8]に示す。

個別指導での指導時1111については、高い割合を占めている 60-119分と 1

20-179分とをみてみると、若干ではあるが、 学年が揃うにつれて指導時間

が短くなる傾向もみられる。 一方、グループ指導では、逆に 18 0分以上で学年

が揃うにつれて指導時間が長くなる傾向もみられなくはない。

これらのことから、当然各学校において異なろうが、学年が揃うにつれて個別

指導よりむしろグループ指導に時間を多く取る傾向を伺うことができょう。

[表8-38]学年編成タイプ別での指導時間

(校)

個別指導 時間 グループ指導

計 3学年 2学年 1学年 (分) 1学年 2学年 3学年 計

1 2 2 5 5 60未満 1 1 2 

( 8.1) ( 2.8) ( 9.8) (19. 3) ( 8.3) ( 2.6) ( 2. 1) 

63 3 8 1 9 6 60-119 3 4 7 

(42.3) (52. 8) (37.3) (23. 1) ( 7.7) ( 8.5) ( 7. 1) 

5 8 2 3 2 1 14 120-179 8 1 8 2 0 4 6 

(38.9) (31. 9) (41. 2) (53. 8) (66. 7) (46.1) (42.6) (46.9) I 

1 1 6 4 1 180-239 1 9 14 2 4 

( 7. 4) ( 8.3) ( 7.8) ( 3.8) ( 8.3) (23. 1) (29.8) (24. 5) 

5 3 2 240以上 2 8 9 1 9 

( 3.4) ( 4.2) ( 3.9) (16.7) (20. 5) (19. 1) (19.4) 

149 7 2 5 1 2 6 計 1 2 39 47 9 8 

( 100) ( 100) ( 100) ( 100) ( 100) ( 100) ( 100) ( 100) 

* ( )は%。
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6. 4 指導湯所

教育相談の主な指導場所を学年編成タイプ別でみたものを[表 8-3 9] に、

また都道府県設置タイプ別でみたものを[表 8-4 0] に示す。

学年編成タイプでみると、 1学年編成タイプの 3校以外は教育相談専用室を持

っているものの、各学年編成タイプでも殆どが専用室 l室でとなっているのがわ

かる。また、プレイルーム、個別指導室、聴能~等の幼稚部諸室等も指導の際に

使われていることか ら、教育相談専用室だけでは不足していることがわかる。

つぎに都道府県設置タイプでみると、教育相談専用室のないのは 1県 1校であ

る1校設置タイプで 2校、 4校設置タイプで 1校となっており、また 1校設誼タ

イプでは幼稚部諸室等の使用 も若干高くな っているのが読み取れる。

この教育相談の指導場所に関しては、教育相談がO才-2才児を対象とし てい

るため学校教育法上での対象外となることもあり、指導内容に対応した指導室の

整備が遅れていることがわかる。

[表8-39]学年編成タイプ別での主な指導場所

(校)

教育相談専用 幼稚部周

学年編成 分析対 教育 デモ プレイ 個別 プレイ その他

タイプ 象校数 相談室 教室 ホーム ルーム 教室 指導室 ルーム 踏能室 その他 の内容

1学年 24 20 1 l l 2 2 

編 成

2学年 27 25 2 1 1 3 4 3 21mJ寸『

編 成 .-~ 

3学年 25 20 5 1 3 3 1 1 I fそ本-.

編 成

百十 76 65 日 1 1 2 7 9 6 3 
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[表8-4 0 ]設置校数タイプ別での主な指導場所
(鉛

教育相談専用 幼稚部周

設 極分析対 教育 デモ プレイ 個別 プレイ その他

タイプ 象校数 相談室 教室 ホーム ルーム 教室 指導室 jレーム 聡能室 その他 の内容

7校設置 1 1 1 1 1 2 1 ホール

5校設置 4 3 l 2 

4校設置 11 9 1 2 2 2 1 I fモ本-1

3校設置 10 7 3 1 

2校設置 18 15 3 1 l l 1 

l校設置 22 20 l 1 3 4 1 1 眠宝コーナ

計 76 65 8 1 1 2 7 9 6 3 

7. まとめ

本主主では、 0才-2才児を対象とした聾学校早期教育部門教育相談における学

習形態について、教育相談が置かれるのが幼稚部を設位している銀学校のみであ

ることから、幼稚部を設置している全盛学校を対象とした実態調査をもとに分析

を行った。なお調査時点は平成 7年 7月である。

0才-2才児教育相談を行 っている態学校は、都道府県でその設置校数が異な

ることから、都道府県別での設置校数タイプ別で分類したもの、及び学年編成で

分類したものの二つを分析軸に、学習集団の編成、指導内容、指導時間、指導場

所等の学習形態についてl珂らかにしたものである。

~学校 O 才 -2 才児教育相談の全般的状況及び学習形態にみられる特性につい

てまとめると、以下のようになる。

1 )まずO才-2才児教育相談の全般的状況であるが、 2才児以下は学校教育

法上では対象外となっているものの、教育相談に在籍乳幼児がいる学校は 9.5 
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~J強と、幼稚部を設但している殆どの塁手学校で千百君主が行われている。

2 )教育相談の乳幼児在籍校を年齢別でみると、 0才児が Hm弱 (30/ 76

校)、 1才児 7割強、 2才児 9;l;lJ弱と年紛が高くなるにつれ、その割合は高くな

る。また、在籍乳幼児の 1学校当たりの平均人数は、 0才児1. 6人、 1才児

2. 9人、 2才児 4. 4人となっている。しかしまた、教育相談在籍児数は最も

多い 3学年 21人から 1学年 1人までと各校によ って大きな聞きもみられる。

3 )そこで学校によって学年毎の在籍状況が異なることから、それを学年編成

で分類すると、 0才-2才まで全学年が揃っている 3学年編成タイプから順に、

2学年編成、 l学年編成の 3タイプに分けられ、そのタイプ毎の割合はほぼ同じ

で3分しているといえる。

4 )またこれを各都道府県での設置校数タイプ別でみると、設置校数の多いタ

イプ校の中でも各都道府県において若干聴覚障害乳幼児教育を取り巻く状況が異

なっているのが見られはするものの、その状況を加味してみた場合には、おおよ

そ設置校数が多ければ多いほど教育相談での指導を受ける乳幼児の在籍率は高く

なるといえる。

このことは、聴覚障害乳幼児の母親が、同時に妊産婦であるとか、 )]IJ乳幼児を

抱えている等の湯合も考えられることからも、通学の容易さが要因の一つである

ことを示すものと考えられ、聴覚障害乳幼児教育の展開上、地峡的レベルでの計

画が重要であることを示唆するものであるとみることができょう。

5 )つぎに教育相談の指導形態についてであるが、聴覚障害乳幼児期の指導は

乳幼児よりむしろ母親に対しての指導が主となることから、全ての学校で学習集

団の主構成員として容加している。したがって、教育相談の越本的学習集団とし

ては、母親+聴覚障害乳幼児+教師の集団であるといえる。

6 )教育相談ではその基本的学習集団を基に個別指導及びグループ指導が行わ

れている。

7 )個別指導は、学年編成タイプを通しでほぼ各校で行われている。一方、グ

ループ指導は、 0才児は殆ど行われてなく、 1才児では 1学年編成タイプは少な

いものの、 2・3学年編成タイプではほぼ半数となり、 2才児になると全学年編

成タイプとも 6-71;1J台と高くなる。このことから教育相談では、おおよそ O才

児は個別指導を重視した指導が行われ、 1才児では個別 +グループの指導形態へ
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と徐々に移行し、 3.t児で殆どが個別+グループの指導形態といった基本的な指

導形態をみることができるといえよう。

8 )個別及びグループの週間指導形態は、個別 +グループの指導形態が最も多

く6釦l弱、例別指君主のみが 3割強、グループ指導のみが l割強となっている。

その ~m] の桁導回数は、個別指導のみが週 1 回、例目1) + グループも過各 1 回が

大半を占めているが、多いも のでは一週間の伺)]1)1四十グループ 5固と いう学校

もある。この指導回数については、聴覚障害乳幼児個人によっても異なってくる

と思われ、それはオージオロジストの判断を待たねばならないであろう。

9 )指導内容は、主な項目としてL聴覚管理に関すること 、2.聴覚活用学習に

関すること、 3.ことばの獲得に関すること、 4母子関係に関すること、 5.生活習

俗に関すること、 6.乳幼児の全体的発達に関すること 、7両親指導、 8.子供の障

筈の受容等があり、なかでも聴覚管理及び聴覚活用学習を行っている割合が高い。

この乳幼児期lにおける聴覚管理及び聴覚活用学習は、今日の鑓乳幼児教育法を展

開する上で最も越本的な事項であり、このことか らも、ほぼ全校とも今日の指導

方法に則した教育内容で指導を行っているといえよう。

1 0)個別指導及びグループ指導の指導時間は、個別指導ではおおよそ 1-3

時間程度、グループ指導ではおおよそ 2-3時間程度の指導時間を取っていると

みることができる。なお、指導時間の長い学校では個別指導で 300分、グルー

プ指導で 480分というのもあり、教育相談での適正な指導時間についてもオー

ジオロジストの判断を待たねばならないであろう。

1 1 )その指導湯所であるが、学年編成タイプでみると、教育相談専用室のな

い学校も若干はみられるものの、ほぼ専用室を持っている。しかし、殆どの襲学

校では、その専用~は 1 室のみとなっており、したがて専用室だけで対応できな

い湯合には、幼稚部務室はもちろん、その他にも織貝室コーナ一等の使用もみら

れる状況にある。

教育相談の指導場所に関しては、教育相談がO才-2才児を対象としているた

め学校教育法上での対象外となることもあり、指君事内容に対応した指導室の整備

が遅れていることが伺える。
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結 u

1. 研究成果の要約

第 I部では、我が国製学校の全体像の把握を行うとともに、その分析を通して

態学校の特性を明らかにした。そこに見られた特性が多方聞にわたることから、

それらを野学校建築計画研究の枠組を提示することで整単一し、そのirM題となるも

のを述べると同時に、 0 才~5 才児を対象とした野学校早期j教育部門の位誼付を

行ったものである。

第E部では、第 I部において聴覚発達の適時性からしでも結党障害教育上軍妥

な学習時期にあたり、その学習環境に整備上直而する課題を持っとした O 才 ~5

才児早期教育部門の位置付を蕊に、今日の聴覚を伝大限に活用する指導方法と密

接な関連を持つ早期教育部門の学習形態について分析し、その特性をl明らかにし

たものである。

研究成果を要約すると以下のようになる。

5 我が国聾学校の全体像 (平成 2年 8月時点、での状況である。)

〈聾学校の全般的状況〉

1 ) 態学校は全国に 10 8校(分校 8校を含む)あり、学校数は昭和 40年以

降ほぼ横ばいとなっている。その 10 8校うち 9割強が公立校で、都道府県

別での設置校数では 1~2 校設置府県が 8 割弱と大半をしめる。また、 w学

校各校の学部編成を分頚すると Bタイプに分けることができ、なかでも全学

部が設置さ れている幼小中高 4学部編成校は 6割強をしめる。

2) 態学校では、聴覚障害に対して2才児以前の教育の有効性が極めて高いこ

とから、 O 才 ~2 才児の早期教e育が実施されている。したがって、幼小中高

4学部および 2才児以前の早期教育を実施している鍛学校では、年蹴にして

最大 O 才 ~21 才までという身体的 ・ 精神発達面においても大きな開きのあ

る乳児 ・幼児 ・児童 ・生徒が一つの学校で学習していることになる。

3) ~学校の各学部の学年平均人数は、幼稚部で 5 人台、小学部 3~4 人台、

中学部 5~6 人台、高等部本科 8 人台、各学部の学年平均学級数が l 学級台

という、小人数 ・小学級の学部m成のなかで、教日 1人当たり幼児 ・児童 ・
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生徒約 1. 8人 という教口配置で教育が行われている。

4) ~学校在m省の総力レベルは、ほとんどが l総 )J レベル 6 0 d B以上の中等

J真 ・重度難聴および邸であり、なかでも 10 0 d B以上の嬰が半数を占める。

学部日IJでみた場合では、特に小学部が他学部に比べwの割合が高く中等度 ・

重度雛総が低くなっている。

5 ) 銭学校では、幼稚部から小学部に進む時点で約 3~4 羽l の児童 ・ 生徒がw

学校から小学校へ転校し、そして中学部入部段階で約 1割弱が野学校へ戻り、

さらに高等部入部段階で約 3害IJ弱が聾学校へ戻るという、 Uターン型の就学

パターンがみられる。小学校入学時のインテグレーションは、上述の聴力レ

ベルでみられたように、中等度 ・重度難聴児を中心としたインテグレーショ

ンであることが推測される。

6 ) 寄宿舎は、学校区が広いこともあり全体の 7割強の聾学校で設置されてい

る。なかでも 1県 1校および 2校設置型の多い「幼小中高 4学部編成校」で

は、寄宿舎設in校全体の 7害IJ強にものぼる。寄宿舎生は、高等部生が 4寄lと

多いものの、小学部生が 2割強、さらに幼稚部生が 79人(O. 5割)いる

のが注目される。

〈野学校の施設の状況〉

1 ) 鑓学校では、 一般学校施設と同様の施設のほか、大半の学校で寄宿舎を設

置しており、その校舎棟と寄宿舎の配置形態は、 glJ敷地型も若干はみられる

ものの、校舎棟に隣接する校舎隣接型が 6割強と大半を占めている。また、

この寄宿舎には前述したように幼稚部生も寄宿しており、その場合、最長十

数年|日!という寄宿生活となることが考えられる。

2 ) 銀学校の校舎形態は、教室を並べ廊下で結んだ片廊下型及び中廊下型とい

った旧態依然とした校舎形態が殆どであり、それ以外の形態は O.5割l弱と

非常に少ない。

3 ) 態学校の敷地内に配也される校舎棟の線数は、 l鋭から最大 7棟を配置す

る学校まであるが、全体としては 2~4 練配置校が多く、したがって、学部

数より少ない桃数、すなわち全学:m独立棟とすることができない学校は、設

i在学部の多い「幼小1=1]3学部編成校」及び「幼小中高 4学部編成校」では 8

割弱、 4;~~J 弱と多くなっている。
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4 ) その状況の中で単独線として配置されるのは、特別教室と 幼稚部の割合が

高く、ついで高等部、小学部、中学部の順とな っている。

5 ) 上述の単独棟以外は、校舎棟内で 2学部以上が配位されることになること

から、各学部rmのゾーニングが入り乱れている状況がみられる。その状況を

「幼小中高 4学部編成校」での教室群の配値でみると、 2学部以上の混成は

もとより、同一校舎llI!内での幼稚部を含む3学問i以上の混成、さらに同一フ

ロア内での小学部を含む 3学部以上の混成状況がみられる。

6) 0 ~ 2才児の早期教育部門教育相談を行っている学校は約半数にのぼるが、

の指導場所としては、年齢的にも近い幼稚部内に白かれることが多いものの、

特別教室棟、小学部練、中高学部棟、寄宿舎など幼稚郎以外の置かれている

場合も 3;!iIJ弱みられる。

7 ) 聾学校の特別教室には、 一般の学校と同様な特別教室のほか、聴力検査室、

養護訓練室など聴覚障害教育に関連する特別教室が配置される。聴覚障害関

連室では 、 総力検査室、養護訓練室、 0 才 ~2 才児用乳幼児室等があるが、

各校各 1室が最も多くなってる。その他デモホーム、観察室、リズム室、カ

ウンセラ一室などもみられるが、設置している学校は少ない。

一方、音楽室、理科室等の一般特別教室では、 2教室が多い技術家庭室及

び4学部編成校での理科室を除くと、他は各校各 1教室が最も多くなってい

る。すなわち、大半の学校では、小+中学部、小+中+高等部という学部を

越えた一般特別教室の使用形態がみられる。

などであり 、 これらは鹿学校の特性を示すものといえる。

これらの特性は聾学校建築計画上の多方面にわたる課題を持っているといえる

ことから、続いてそれらを 6項目の態学校建築計画の研究枠組として整理した。

その枠組を組む際に、銭学校における聴覚障害児の教育は、オージオロジーに益

づく聴覚活用学習の比重及び学習指導要領等により各学部の教育目標等が異なる

ことを指摘した上で、 O~5 才児早期教育部門、小中義務教育部門、職業教育を

主とした高等部の 3部門に分けら れることを示すとともに、それに必づき研究枠

組を提示した。

その態学校建築計画の研究枠組と課題は次の通りである。

S 聾学校建築計画の研究枠組と課題
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1 )早期教育部門(教行相談 ・幼稚部)に関する建築計画研究

O ..t ~5 才の聴覚障害児の指導にあたる早期教育部門は、第 1 :l主で述べた

ように聴覚の発述の適時性からして、紘能の UM発・定uを聡能訓練・聴覚活

用学轡を通して行むという聴覚障害児教育の中においても最も重要な時JUJに

あたる部門となる。そこで重要となるのは、その聡:r:ti活J1l学習環境であり、

それをいかに今日の聡党を最大限に活用する指導方法に則した形で整えるか

ということが中心的課題となる。

したがって、この早期教育部門でまず謀題となるのは、教育現場において

今日の聴覚を最大限に活用する指導方法がどの械な位低付けを持ち、どの様

な学習形態で指導が行われているのか等の全般的な実態を杷援し分析するこ

とであろう。

次の段階としては、その実態をもとに今後あるべき聴覚学習環境について、

モデルとなるような先進事例での幼児+母親+教師を若本集団とした学留活

動を指導内容ごとに把鍾し、それに基づく空間のモデル化をオージオロジス

トと共同で示すことが諜題となる。

また他の学部との関連では、第 3章でみたように聴力検査、聴能i!!IJ定等聴

覚関述諸室の共有化がみられるが、この O 才 ~2 才児を含む早期教育部門と

小学部以上の共有化についても、同時にオージオロジストと共同で示すこと

が課題となる。

2 )義務教育部門(小学部 ・中学部)に関する建築計画研究

義務教育部門については、第 2章でみたように小学部単一障害学級での学

年別平均人数が数人、在籍児がいない学年のある学校も 1i!;1J前後みられ、ま

た対象児が入学した時点で設置される重複学級があるという状況にある。こ

のように、小人数でしかも学級数の年度毎の増減も起こりうること 、さらに

「随時個別学習」等の個別指導も行われることから、活動内容でゾーンニン

グされた柔軟性に包む教室形態等それらに対応できる計画が課題となろう。

また、特別教室に関しては、第 3I言でみたようにl総覚障害関連諸室および

一般特別教室とも小学部、中学部、高等郎との共JfJがみられることから、特

別教室の共有化に対する計画が謀題となる。

また一方、この義務教育部門については、早期教育部門での教育効果が上
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がり単一障害児のインテグレードが進につれ、義務教育部門の小人数化、学

年 0人校の割合も増すことになる。その場合相対的に燃えることとなるE複

障害児教育に対する計画も課題となるとともに、イ ンテグ レーションした聴

覚障害児の聴覚管理、養護訓練を含めた文鐙を中心とした周1門へとなること

も視野に入れることも必要があり、その怠味では早期j教育部門の動向を視野

に入れた計画にも配oaする必嬰があろう 。

3 )職業教育部門(高等部 ・同専攻科)に関する建築計阿研究

高等部は、主に職業教育を中心としているが、社会の変化や地域の実態に

合わせた織業科の再編の時期に入っており、その動向を視野に入れた計画が

課題となろう。もちろん、 「随時個別学習」もみられることから個別指導室

の在り方、他学部との特別教室の共有化、聴j';t活用に配!il!した学習環境等の

計画も課題となる。

4 )聾学校の規模・配位・ 寄宿舎等全体計画に関する研究

襲学校はこれまで述べてきた 3部門、年齢にして最大o~ 2 1才までの在

籍児が同一校地内に設置されることから、第 3i'lで明 らかにしたように 3学

部以上に渡る学部教室が同一フロアに配置されるという混成状況もみられる。

学校規筏はもちろん、学齢に配慮した配起に関する計画が課題となる。

その際、早期教育部門に|刻しては、他の部門とは異なる聴党活用学習を主

とした教育が行われていること、母親も学習集団の構成員となる こと、通学

園も広いことから自動車での通学をも考慮した配白計画iも課題となろ う。

また、寄宿舎は 7割強の銀学校で設置しており、同一校地内に配泣されて

いる。日常生活の場となる寄宿舎の配置計画はもちろん、幼稚部の寄宿生も

みられ、その場合最長十数年間の寄宿生活も考えられることをも配慮した計

画が課題となる。

5 )銭学校早期教育部門と聴覚障害幼児施設及び幼稚園等との関迎に関する地域

計画的研究

聴覚障害乳幼児のための教育機関と しては、野学校早期教育部門のほかに

~E総幼児通図施設、教育センタ一、保健センター、福祉センター、病院等の

聴覚・ 言語障害児のための施設、私設の指導施設等がある。なかでも幼稚部

から高等部までの一貫教育で士宮われたものものもあり、!}.J}学校における乳幼
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児教育の実績には高いものがあるが、 U;U校および 2校といった学区の広

いものとなっており、通学上の難点を持っている。したがって、上記機関と

の述般において地峡レベルでの乳幼児教育のネットワーク化を図るためにも、

その地域計四が諜題となる。

6) ~学校義務教育部門と小学校 ・ 中学校との関連に関する研究

幼稚部から小学部に進む時点での小学校へのインテグレーションはおおよ

そ 3~4 訓にのぼっていることは第 2 f.'i:でみてきた。小学校へインテグ レー

ドした後においても聴覚管理、聴能訓練等は必要であり、学習支援を含めて

野学校とインテグレード先の小学校等との述燐に関する諜題である。それは、

例えば聴覚管理、聴能訓練等にはそれを行う機器及び諸室を必要とするため、

それを怨学校と小 ・中学校との関連においてどの様な在り方が可能かと いっ

たものであり、今後インテグレーションが進に述れ整備が必要となるものに

関する課題である。

以上これら 6項目の鍛学校建築計画研究枠組とその課題を提示した。

これら提示した各研究枠組における課題に対する改善も図る必要はあるが、な

かでも O 才 ~5 才児早期教育部門に関しては、(l)早期1教育部門での教育は、聴

覚発達の適時性からして、総能の開発・定着を育むという今日の聴覚障害教育に

おいて最も重妥な時期にあたることから、態学校の中でも枢要な部門となるとい

えること 、 ( 2) 早 期l 教育部門で はさらに O 才 ~2 才児に対する指導も行われてい

るが、 2才児以下は学校教育法上では対象外となってることもあり、その指導室

の整備が遅れていること等、直面する課題扱びに他学部への影響の大きさを指摘

し、 O 才 ~5 才児早期l教育部門の研究を位置付けるとともに、その緊急性を示し

た。

続いて第 H 部ではその位([t付けを基に、 0 才 ~5 才児早期教育部門を取り上げ、

今日の指導}j法にiJづいた学習形態の分析を行い、その特性を明らかに したもの

である。

研究成果を要約すると以下のようになる。

!i 3 才~ 5 J"児早期j教育部門幼稚郎 (調査時点は平成 7年 7月である。)

〈幼稚郊の全般的状況〉
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1) 幼稚部の平均像としては、単一障害学級数は全学年 1学級台、学級人数は

3人台で、他に近年増加傾向にある認可重後問符学級を設罰する学校があり

その学級人数は 2人台となっている。しかしながら、幼稚部在籍児数は、最

も多い 46人 13学級編成の学校から、在籍児 1人(1学級)の学校までと

各校によって大きな聞きもみられる。

2 ) この学級数は、その規伎によって学習集団を編成する上での制約要因とも

なることから、この学級編成で分類すると 3学年とも 2学級以上ある(3学

年 2学級という)タイプから阪に、 2学年2学級、 1学年2学級、 3学年 1

学級、学年 O学級有の 5タイプに分けられる。そのうち最も多いのが 3学年

1学級タイプで 3"5割強、つづいて 1学年 2学級および学年 O学級有タイ

プで共に 2~J 強と、この 3 タイプで大半を占めている。

3 ) またこれを各都道府県での設置校数タイプ別でみると、学年合同等の学習

集団を編成できる 1学年 2学級以上のタイプの制合が日いのが、 4校設置タ

イプと 3 校設置タイプで共に 7 害IJ 台となっており、 1 県 1~2 校と設澄数の

少ないタイプでは 3i1IlJ台と低いものとなっている。

〈幼稚部の学習形態〉

1 ) つぎに幼稚部の学習形態についてであるが、聴覚障害幼児の母親は日常生

活での指導上重要な役割を持つことから、ほぽ全ての学校で学習集団の構成

員として参加している。したがって、幼稚部での沿小規模の学習集団として

は、聴覚障害幼児+幼児の母親+教員の集団となる。

2 ) 幼稚部では、 その基本学習集団を益に多様な学習集団を編成し聴覚活用学

習が行われている。その学習集団には、大集団となる全学年合問、中集団と

なる学年合問、小集団となる クラス単位及び越本学習集団での個別指導とが

ある。

3) またこの個別指導のー形態として、 「随時個別学習」という学習形態がみ

られる。この「随時個別学習Jは、クラス単位以上での集団指導の際、その

集団の中の幼児 1人を必要に応じ随時、日IJ教貝が別の湯所で個別に指導を行

うものであり、この「随時個別学習」を行っている学校は約半数にのぼる。

4 ) 指導内容については、幼稚部で行われる全ての活動は聴党活用学習の指導

となることはいうまでもないものの、大きくはl徳能訓練を中心とした養護司11
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練と、聴覚活用学留が中心となる総合的保育との 2つに分けることができる。

5 ) 指導内容と学習集団との関連では、まず養護訓練については、個別と集団

の 2つの形態での指導があり、個別養護訓練は「随時個別学習」を含めた倒

別指導及び個別発議訓練(設定している学校)で行われ、 一方、集団養護訓

練はク ラス単位及び集団養護訓練(設定 している学校)で行われている。

総合的保育では、クラス単位で行うものも若干はみられるものの、大半は

クラス枠を外した大 ・中集団で行われるといえる。

6 ) その指導場所であるが、大 ・中 ・小の多械な学習集団の編成ばかりでなく、

「随時個別学習Jを含めた個別指導も行われることから、指導場所には多様

な部屋が使われている状況がみられる。 しかし、それらの大半は「随時個別

学習」を含めた個別指導時に使用される部屋であり、その中には他学部の空

き教室、給食室 ・職員室等の部屋の隅などまでがみられ、個別指導時の指導

場所の不足が伺える。

この個別措君事は聡能訓練を主 としたの指導内容であり、その学習環境は当

然集固有Ii聴器システムを備えた良好な補聴環境で行われる必要があることは

いうまでもない。

!i 0才-2才児早期l教育部門教育相談

〈教育相談の全般的状況〉

1 ) 教首相談の設白状況は、学校教育法において2才児以下は対象外となって

はいるものの、 9. 5割強と殆どの幼稚部設置校に白かれている。

2 ) 教育相談の乳幼児在籍校の状況を年齢別でみると、 0才児が 4割弱、 1才

児 7割強、 2才児9割弱と年齢が高くなるにつれ、その割合は高くなる。ま

た在籍乳幼児の 1学校当た りの平均人数は、 O才児 1. 6人、 1才児 2. 9 

人、 2才児 4. 4人となっている。しかしまた、教育相談在籍児数は最も多

い3学年 21人から l学年 1人までと各校によ って大きな聞きもみられる。

3 ) このように各邸学校によって学年毎の在篤状況が異なることから、これを

学年編成で分慰すると、 0-2才まで全学年が揃っている 3学年編成タイプ

から順に、 2学年編成、 1学年編成の 3タイプに分けられ、そのタイプfijの

割合はほぼ同じで 3分している。

4 ) またこれを各郎道府県での設置校数タイプ日IJでみると、おおよそ設置校数

-2 7 0ー

が多ければ多いほど教育相談という形での指噂を行う~学校は多くなるとい

える。

〈教育相談の指導形態〉

1 ) つぎに教育相談の指導形態についてであるが、総党防符乳幼児期の指導は

乳幼児よりむしろ母親に対しての指導が主となることから 、会ての学校で学

習集団の主綿成員として参加している。したがって、教育相談の法本的学習

集団としては、母親 +総覚障害乳幼児+教員の集団であると いえる。

2 ) 教育相談での指導は、その蕊本的学習集団を誌に個別指導及びグループ桁

導が行われている。

3 ) 個別及びグループ指導の状況は、おおよそ O才児は個別指導を重視した指

導が行われ、 1才児では個別+グループの指導形態へと徐々に移行し、 2才

児で殆どが個jjlJートグループの指導形態とい った法本的な指導形態をみること

ができる。また、その週間の指導回数は、個別指導のみが迎 1回、個別 +グ

ループも過各 1回が大半を占めている。

4 ) 指導内容は、今日の聾教育法を展開する上で最も基本的な事項とな る、 総

覚管理及び聴覚活用学習を主としたものとな っており、ほぽ全校 とも同じ教

育内容で指導を行っているといえる。

5 ) 個別指導及びグループ指導の指導時間は、個別指導ではおおよそ 1-3時

間程度、グループ指導ではおおよそ 2-3時11日程度の指導時間を取 っている

とみることができる。

6 ) その指導場所であるが、教育相談専用筆のない学校も若干あるものの、ほ

ぼ専用室を持っている。しかし殆どの怨学校では、その専用室 は1*のみと
なっており、したが って専用室だけで対応できない場合には、幼稚部諸室の

ほか、験員室コーナ一等の使用もみられ、指導内容に対応した指導室の懇備

が遅れていることが伺える。

などの早期教育部門の学智形態における特性を明らかにした。

以上、本研究で IIJJらかにした O才-5才児早期教背部門の学留形態にみられる

特性は、 l徳党障害乳幼児教育を銭学校で展開していく上で直而している早期教育

部門の聴覚学習環境の桜備に際して、建築計画指針設定への検討資料として有効

に利用し得るものと考える。
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2. J8l学校早期教育部門建築計画の基本方針

本研究の分析から得られた製学校早期教育部門の学習形態に対して、それが今

日あるべきとされている聴覚障害乳幼児の指導方法と照らし、どの様な位置付に

なるのかは、早期j教育部門施設計画の方向性を示す上においても必要となる。こ

の位白付を行う際の今日あるべき指導方法については、オー ジオ ロジ一、医学等

の聴覚障筈関述研究分野の近年の研究 ・実践に法づいて縦められた「聴覚障害教

育の手引き」が、平成 4年に文部省から示さ れている。この手引 き警は、第 1'0:

において示したように、教育現場での実践に活用できる手引きとしてオージオロ

ジス トの評価にもifEいものがある。.，

そこで本項では、 「聴覚障害教育の手引き」に示さ れた今日あるべきとされる

聴覚障害乳幼児の指導方法と、本研究で得られた現在取られている早期教育部門

での学習形態を照らし、その位置付を行った上で、本研究の成果を踏まえ今後あ

るべき主語学校早期教育部門における建築計画方針を錠示しようとす るものである。

2. 1 早期教育部門におけるオージオロジーの役割と領峻

早期j教育部門におけるオージオロジーの重要性には特に高いものがあることは、

序章及び第1nでその概要を述べ第5nにおいて図に示した。 リそのオージオロ
ジーの役割と領域についてであるが、近年のオージオ ロジーの研究 ・実践から得

られた知見から、それは次のように考えられている。

まず近年のオージオロジーの研究 ・実践から得られた知見について、その主要

なものをあげると、・ 3

1 )聴覚障害児のうち、いわゆる全態と呼ばれる者は非常に僅かで、殆どの者は

何らかの活用可能な残存聴力を有している。

2 )相当に重い聴覚障害であっても、適切な補聴器の使用によ って視覚のほかに

聴覚をとおした情報受容能力を発注させることができる。

3 )健聴児の発i主と同級に、満3才前の乳幼児期iの母子コミュニケーション関係

を中心とした早期の隠党活用経験がその後の言語発途に重要な彩轡を及ぼす。

等であり、またより具体的なものとしては、・"

4 )聴力レベルが 90 d Bより経い難聴児の聡能・勺ま順調に発達し、聴覚からの

-272-

言語習得が比較的うまく 行われる。総力 レベル 90-110dBの聖堂聴児では非

常に個人差が大きく、総力レベルからは聴能の発述レベルの予想がつかなくなる。

さらに、聴力レベルが 11 0 d Bを越えると、 当然観:rz的な情報に依存する傾向
が強くなる。 それでも、聴覚活用の教育が適切に行われる と、音声の絹律的情報

を手がかりとして音を大まかに聴取する能力はかなり発述する。

と言う知見も得られている。これらの知見に越づき早期教育部門での聴能に関す

る指導が展開されることになる。

つづいてそのオージオロジストの早期教育部門での役割11:&び領域についてであ

るが、それは聴力検査と聴覚管理、補聴器の評価と管理、相i聴擦のフィッテ ング、

聴能の評価 ・訓練、及びオージオロジカルデータの管理にあるとされている。叶

それらの領域の内容としては、次のようなものである。 .. 

聴力検査と腿党管理については、 補聴器の適切な音盤音質を選択調猿するため、

また聴力が変化した場合の医学的、教育的処鐙を速やかに講じるためにも必要と

なるものとされている。 l箆力検査にあったては、防音室文は無轡音~で行うのが

望ましいとされるのはもちろんとして、さらに乳幼児期の検査であることから、

身体的・心狸的状態、検査者と子供の関係、検査場の設定などに配慮すべきもの

があるとしている。・ 7その検査方法としては、乳幼児の発迷に応じて B0 A (聴

性反応行動観察勝力検査)・ 8 C 0 R (条件詮索反応聡力検査)・ 9、遊戯総力検

査・ ，0 、純音標準聴力検査・ ，，などがある。

補聴器の評価と管理については、常に最良の ~lì 気音轡的性能での装用となるよ

うに保守管理するものであり、それはまた医学的、教育的な辺自での補聴器の特

性などを変更する場合に、的確な処方を行うためにも重姿となるとされている。

また、 300器種以上ある補聴器の電気音響的特性のデータの管理、補聴器特性

測定器・ '2 での補聴器特性の性能の管理も行われる。相i聴器特性測定誌での測定

時には防音室が必要となる。

補聴器のフィッテ ング・げ については、聴カ検査等で11Jられた一人ひとりの雄主

党特性に適合するように、械iJ磁器及びイヤーモールド・"等の付属周辺機器の選

択 ・調墜を行う。有til腿415は通常 3-4年に 1回程度の頻度で買い換える場合が多

いが、乳幼児期はさらに頻繁に器駈交換が行われることから、フィッテングが行

われる頻度も高くなる。またフィッテングの際には、有liJ総宮古装用下での各車E検査
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が行われる。 その検査方法としては、スピーカ一法による音場総力検査・ " 、語

音明瞭度検査・'"、不快レベル検査 ・17 、快適レ ベル検査・ 17 などがある。

聴能の評価・訓練・川については、聴能にかかわる各極検査を行うとともに、

その評価データをもとに一人ひとりの乳幼児に合 った聡能訓紋の指導計画の立案

及び訓練の災施を行うとされている。その検査方法としては、行動観察による笑

態把握・ 19 、聡:i'Z発達図による調査・20 等の「聞こえ」に関する検査などがある。

オージオロジカルデータの管理については、~学校では聴覚障害児が永い JJJJ 聞

にわたって継続的にフォローされることが多く、 一人ひとりの聴覚に関する検査

や観察資料、有liJ掠器及びフィッテングに関する資料等の管理が必要となるからで

ある。これは有IiJ総相談や教育方針を検討する上で多考になるばかりでなく、聴力

の変動、変化をいち早く的確に把握して、それに対処し、 l徳力を悪化させないよ

う聴覚管理を行うのに重要となるとしている。そのデータ項目としては、オージ

オグラム、布Ii総務の特性、有IiJ徳器装用時の聞こえ等があげられている。

ここに示されているように、オージオロジストの早期教育部門での役割は、一

人ひとりの聴覚障害児のオージオロジカルデータを各種検査を通して収集管理し、

そこから段通な補l胞ができるよう補聴器の選択調態を行うとともに、 一人ひとり

の聴覚活用の可能性の検討及び指導プログラムの作成、さらにその指導プログラ

ムに基づいたl徳能訓練の指導を行うまでにあるということができょう。このこと

からも、早期教育部門におけるオージオロジーの役割には、今日の聴覚を最大限

に活用する指導方法を展開する上において、大きなウエイトを占めるものである

と言える。

このような早期教育部門におけるオージオロジーの役割と領域に照らして、施

設機能の位置付けとしては、 一つの部門として整えられるべき胞設機能とみるの

が妥当であろうと考える。

その際、検査を行う部屋は、防音室又は無響音室が望ましいとされていること

からも防音に配l湿した機能を持つことは勿論として、その他のオージオロジ一部

門の領岐にも対応した施設計画であることが霊要となろう。また、乳幼児を対象

とした早期教育部門での検査は、上述したように他の小中高等部における検査形

態とは災なってくるのは当然であり、そこで検査室は、他学f郊と共用ではなく早

期j教育部門専用とすることが必要と考えるのが妥当と思われる。
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2 _ 2 早期教育部門において現在取られている学習指導形態の{立if1付

今日あるべきとされている聴覚障害乳幼児の指君主方法は、序章、第 1及び第 6

1主でみてきたように、その基本的な考え方において従米の指導方法と大きく異な

ることを指摘してきた。すなわちそれは、教師を主体とした系統的手順による言

語指導を強調する従来の指導方法から、子供の側からの内発性、 主体性に着目し

たi聴覚活用学習を強調する指導方法への転後であるといえる。

またこれを別の視点から見れば、従来の指導方法は、 5才、 4才、 3才と教育

年齢を下げていったことからも分かるように、その幼児教育理念・方針は小学部

での学習に立脚点が泣かれた、 言わば予科的なものといえ、上位学部の教育方針

の延長上にあったとみることができる。しかしこの方針では、教育年齢がさらに

下がり 1才、 O才にな った場合、言葉をベースとした上位学部の予科的な教育方

針の下延長では対応し切れなくなるのは当然であり、そのことにおいても乳幼児

に対する教育理念 ・方針の転換が図られるに至る、ある種の必然を持つものであ

ったともいえよう。そこで図られた転換とは、従来の指導法とは全く逆に O才か

らの発達に員IJした学習に立脚点が置かれた指導法への転換、すなわち、残存する

聴覚を最大限にしかも発達に則した自然な形で活用するi徳党活用学習にl正盤をお

いた指導方法への転換であったとみることもできる。

この転換の織となった聴覚活用学習 (auditory Jearning)を強調する指導方

法は、コール (E_ Cole)・22 らによって 1986年に鎚p目されたものであ

り、近年におけるオージオロジー研究及び有liJ磁器の飛腕的な進展とも相舞って笑

績を積み重ねてきている指部方法である。平成4年に文部省から示さ れた「聴覚

障害教育の手引きJは、この聴覚活用学習を強調する指導手方法に芯づいた教育現

場での指導実践訟であり、前述したようにその評価には高いものがある。

この「聴覚障害教育の手引き」においては、第 1及び第 6T.tで続観したように、

聴覚障害乳幼児の学習形態の在り方について次のような形態を示している。 0才

-2才児期は，母親を中心とした生活の中での聡党活用学習となることから、母

親に対する指導 ・援助がm裂となり、その指導は、母親+腿:rzllCi符乳幼児十数貝

を基本学習集団として、個別及びグループによる指導が行われる。つぎの 3才~

5才児期においても、母親の担う役割が大きいことから学習集団には母観が参加
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するとし、その学習集団は第 6I:tの日課表例で示されているように、個別及び大

中小糠々なw問を編成し指導が行われるとしている。
本研究においてl明らかとなった早期教育部門の学習形態については、前項の研

究成果にまとめたとおりであり、それとこの「聡覚障者教育の手引き」に示され

ている学習形態と!慣らして、そこには殆ど迷いはみられな '¥0 したがって、現在

取られている早期教育部門での指導方法は、残存する聴覚を最大限にしかも自然

な形で活用する聡:lZ活用学習をl正本とした、今日の指導方法にIIljしたものである

2. 3 今日の指導方法における学習形態と施設の現状

ということができょう。

これまで述べてきたように、早期教育部門におけるオージオロジーの役割には、

今日の聴覚を最大限に活用する指導方法を展開する上において大きなウエイトを

占めるものがあり、その役割と傾岐に照らして、 一つの部門として盤えられるべ

き施設機能とみるが妥当であるとした。そして、そのオージオロジ一部門の質的

充実化を図る段階に入りつつあるというのが、今日の状況であることをみてきた。

一方、早期教育部の施設の現状はというと、第 3・第 7及び第 8章で示したと

おりであり、その状況からみて以下のような改善を姿する点を指摘することがで

きる。

この今日の指導方法の各聾学校での導入に際しては、 「聴覚障害教育の手引きJ

が大きな役割lを梨たしているとみられることは言うまでもないが、その他にも大

学や特殊教育センターで行っている現験教員を対象とした研修講座等もその役割l

を果たしていることがあげられる。この研修講座では、主に補聴器及びそのフィ

ッテング等オージオロジーに関する研修が行われており、これまでにこの現職教

員教育プログラムによって研修を受けた教員は、全国で約千数百名にのぼってい

ると言 う報告もなされている。・ 23

まず、この指導方法の中絞をなすオージオロジ一部門であるが、そこでは一人

ひとりの指導プログラムを作成するためのオージオロジーカルデータを得るため

に、各種の検査が行われる。しかも、前述したように、この O 才 ~5 才児を対象

とした早期教育部門では、乳幼児に適するよう配慮された検査現境において、乳

幼児の発達に則した検査法とることが必要となる。

しかしながら施設の現状は、第 3Xtで指摘したように、検査室を 4室設置して

いる学校もあるものの、大半のIl!学校では学校全体で検査室 1~主となっている。

学校全体で 1室ということは、 4学部編成校においては幼 ・小・中 ・高等各学部

で共用の検査室が 1室ということであり、検査への協力が得られ易い児章生徒と

は異なる検査形態をもっ乳幼児の検査環境としては、不都合な点が多くなること

は明 らかである。このことからも施設の現状は、早期l教育部門におけるオージオ

ロジーの検査領域としては、未整備であると言わざるを得ない。

確かに、従来の指導方法からの転換が図られ、ほぽ定着していると言える段階

であるという致し方のない面はある。しかし今後、早期教育部門におけるオージ

オロジ一部門の質的充実を図ることは、今日の指君主方法上不可欠であることから

も、各種検査室を中心としたオージオロヅーの領域に対応した施設面での充実化

が急務と言えよう。

このような現験教員の研修を通してのオージオロジーに対する専門知識やf支能

の理解もまた、今日の早期教育部門の学習形態に反映されているものと見られる。

これらのことからも、今日の指導方法はほぼ全国レベルで定着していると言うこ

とができょう。

しかしながらもう 一方では、前述したような広範な専門知識と技能を必要とす

る領域へのオージオロジ一部門へのオージオロジス トの配置は、1J!}学校としては

平成 7年の日本製唖学校が:fJJめてであるというのが、また今日の状況でもある。

これを機に今後、オージオロジストの各銭学校への配置は進む方向に向かうこと

が予想はされるものの、聴覚障害乳幼児教育の級幹に関わるオージオロジ一部門

の質的充実が、今後の課題として残されている状況にあるといえよう。

これらのことから、少なくとも態学校早期l教育部門においては、聴覚を最大|寝

にしかも発i主にJ1ljした自然、な形で活用する今日の指導方法が、ほぼ全国的なレベ

ルで定着をしているということができる。しかしながらその状況は、現職教員の

研修等を通しての今日の指導方法の理解 ・若手入の段階から、オージオロジ一部門

の質的充実を図る段階に入りつつあるというのが今日の状況であるといえよう。

つぎに早期教育部門での学習形態と現施設についてみると、まず O 才 ~2 才教

育相談であるが、第 8 :f，tで IlJj らかにしたように O 才 ~2 才児期の学習形態は、母

親+聴覚障害乳幼児+教員を法本学習集団として、個別及びグループによる指導
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が行われており、それは今日の指導方法に則したものとはなっている。

しかしながら O 才 ~2 才用教育相談室の現状は、茸~ 3 及び茸~ 8 i:tで指摘してき

たように、特別教室棟、小学部棟、中・高等部棟、さらに寄宿舎など幼稚部が入

っていない校舎線に、この相談室が配置されている学校も見られることからも、

空き教室等を使用して何とか巡り繰りしながら指導を行っているというのが現状

であるといえる。このことは、 2才児以下が学校教育法上では対象外となってい

ることはあるものの、今日の指導方法における訟も重姿な l時期!となる O 才 ~2 才

児の学習環境としては、来準備であると言わざるを得ない。

また学校教育法上では対象外となっていることにおいて、今後どの様な方策で

整備したら良いのかはなお課題として残ってくる。それについては、オージオロ

ジーとの関連も深いことから、オージオロジ一部門内に取り込んだ形での整備と

言 うことも考えられなくはない。いずれにしても、殆どの童語学校で2才児以下の

乳幼児を受入れているという現実もあり、その学習環境の強備は急務といえよう。

つづく 3 才 ~5 才幼稚部に ついては、 0 才 ~2 才教脊相談とは違って早くから

施設の整備はされて来てはいる。しかし、現在取られている学習形態に適したも

のとなっているとはいい難い。現在の学習形態は第 7章で示したように、聴覚障

害幼児+保護者+教員を基本集団とした個別指導と、その基本集団をもとに大中

小多様な学習集団を編成しての指導が行われている。

それに対して施設の現状は、同じ大きさの教室を並べ廊下で結んだ片廊下型及

び中廊下型の校舎形態が殆どを占めている。この校舎形態は、 一斉授業には向い

ているが、個別指導の多い、しかも「随時個別学習」もあるという学習形態をと

る場合には不都合な点が多い。それが、第 7f;tで指摘したような、個別指導時に

他学部の空き教室、給食室 ・験員室等のコーナーなどまでが使用される状況に現

れているといえよう。これらのことからも幼稚部の学習環筑としては、現在取ら

れている学習形態に対応したものとなるよう改善を図る必要があろう。

他にも早期教育部門の近年の動向として、第 6nで示したように、 2才児認可

学級および震被障害認可学級の増加傾向がみられる。それらの学級は対象となる

幼児の有無、さらに人数によって学級数が異なってくることから、同じ大きさの

教室が並ぶ校舎形態での対応は縦しく、それが第 3i:iで指鏑したゾーニングの乱

れにも現れているものと思われる。したがって、それら学級の士哲減にも柔軟に対
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応できる計画であることも霊安なこととなろう。

また、主1i1法liil境についてであるが、今日の聴覚を最大l裂に訴周する指導方法に

おいては、有1i聴器が活かせる環舗であることが必鍛とな っているこ とはいうまで

もなし、。しかしながら第 3ilで示した校舎形態からしても、態学校建築は一般学

校の延長上に立った視点、で計画されてきたとみることができ、その意味において、

補聴器がi活かせる環境に対する配慮が十分になされているようにはみられない。

有1i磁器が活かせる音轡環境としては、大is直紀らによるオー ジオロ ジーの立易

からの研究では「健常者は ー5d BのS/N比の条件でも 100%の聴取能力が

あるのに対して、聴覚障害者では、 + 10~15dB の S / N 比の条件が確保さ

れなければ、補磁器を使った本来の聞き取り能力が発事fiされない。つまり、普通

の人に比べ約 15~20dB ほど静かな環境を用意するのが理忽的であるといえ

る。」・ 24 という報告がなされている。この報告は健常者、聴覚障害者とも成人

を対象としたものであるが、者lil箆器を使つての聞き取りということでは、聴覚障

害乳幼児の場合も同様に近いものと推測すると、理想的には一般学校よりかなり

静かな環境を用意する必要があるということとなろう。 一方、態学校及び一般学

校での暗騒音については、 「聾学校の暗騒音のレベルは 55~60dB 程度であ

り、通常学級では 55~65dB 程度の範囲にあった。 J ・ " という報告もされ

ており、一般学校より銀学校の方が若干低いものの、ほぼ同織の音響環境とみら

れる状況にあることがわかる。

これらの報告は早期教育部門に焦点、を当てたものではなく、その意味では早期

教育部門において、どの程度の静かな環境を用主主するのが良いのかは課題として

残るが、少なくとも一般学校に比べ階騒音を低OPさえた音響環績とするとした

視点をもっ計画であることが重要となるといえよう。

これまでみてきたように、lJ!I学校早期教育部門の施設の現状は、現在取られて

いる学習形態に対応したものであるとは言えず、その中でなんとかやり繰りをし

ながら指導を行っている状況であり、その学習JJ;1境の務備が待たれているといえ

よう。換言すれば、これまでの鍔学校建築は一般学校の延長上に立った視点で計

画されてきたともいえるが、この指導方法の転後を綴に、少なくとも早期教育部

門においては、lJ!I学校独自の視点に立った施設計爾が強く求められていると言 う

ことになろう。
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2. 4 Jlll学校早期教育部門建築計画の進本方針

これまでに本研究の分析と考察を通して得られた知見から、野学校早JUJ教育部

門の建築計画の必本ノワ針についてまとめると以下のように鎚起することができる。

1) 0才-5才児早期教行部門における教育は、今日の聴覚を最大限に活用す

る指導方法でほぼ定石しているとみることができることから、建築計画にお

いてはこ の指導H法に則した計画であることが越本方針となる。

すなわち、子供の仰|からの内発性、主体性に着目し、残存する聴覚を最大

l寝に、しかも発達に則した自然な形で活用するとした指導方針において、オ

ージオロジーに越づく聴能訓練及び臆党活用学習を中核とする指導方法に則

したま|画であることが求められる。

2 ) 聡Jiを最大限に活用する指導方法は、ォージオロジーに基づく各種検査デ

ータを訟に作成された指導計画に従って行われることから、検査を中心とす

るオージオロジ一部門の各領域に対応した計画であることが基本方針となる。

その領域としては、総力検査と聴覚管理、補聴器の評価と管理、補聴器の

フィッテング、聴能の評価・訓練、及びオージオロジカルデータの管理があ

り、早期教育部門におけるオージオロジ一部門の重要性からして、 一つの施

設機能としての位泣付をもっ計画であることが求められる。

それ ら傾峨の中でも特に聴力検査には、ス ピーカ ーを使用した音場での検

査も多いことから、検査の信頼度を高めるためにも、聴力検査室は防音に配

慮した計画であることが求められる。

その際、検査協力が得られ難い乳幼児を対象とした検査となることからも、

乳幼児に適した検査環境に配慮した計画であるとともに、その検査環境は他

の小 ・中 ・高等部とは自と異なってくることにおいて、その検査室を早期教

育部門専用とする ~I・画が求められる。

3 ) 総J.tを最大|裂に活用する指導方法において最も重要な教育機器となるのが

補聴先日であり、この有Ii聴器を通して聡能訓練及び脱党活用学習が展開される

ことになることから、その学習環境としては、有IiJ艇部が活かせる音潔協を考

1<l!した制ìJ抱環境 ~i 闘が越本方針となる。

補Jai*iを{Ieつての聞き取り能力を発御させるには、鍵脱者に比べて S/N
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比の高い静かな環境が必姿となることから、1Jff騒音を低く押さえた音響環績

とするとした視点をもっ計画であることが求められる。

4) 0才-2才児教育相談の学習環境は、保護占ーに対しての指導が主となるこ

とから、保護者(母親である場合が多い) 寸聴覚附得乳幼児+教員を越本学

習集団として、個別およびグループによる指導が行われており、それらに対

応した計画が法本方針となる。

その個別及びグループ指導は、 0才児では何日IJ指導をE観した指導が行わ

れ、 1才児では徐々にグループ指導が加わり、 2才児で個別+グループの指

導形態と江るとい った、基本的江指導形態に配l但した計画が求められる。

また、乳幼児の場合は家庭生活の中での聴覚活用学習が中心となることか

ら、学校での学習環邸においても、それに近い形で指導ができる環績に配慮

した計画が求められる。

さらに、聴党障害乳幼児の保護者が母親である場合、妊婦であったり、も

う1人の乳幼児を泡えている可能性も大きいことから、それら母親の支援環

境にも配慮した計画も同時に求められる。

5) 3才-5才児幼稚部の学習集団は、 0才-2才児教育相談同様、保護者ーが

加わ った聴覚障害幼児+保護者+教員が基本集団となる。そのu本集団をも

とに大中小多様な学習集団を編成し聴覚活用学習が行われるばかりでなく、

基本集団単位での個別指導も同時に複数で行われることから、それらに対応

した計画が基本方針となる。

また個別指導のー形態として、集団指導l時に集団の rtの幼児 1人を、必要

に応じて随時別の場所で個別に指導を行う「随時個別学符」を行っている学

校が多いことから、この「随時個別学習Jに配慮した計画が求められる。

さら にこの個別指導時の若本集団であっても、集団布IiJ徳器システム等が鐙

っている良好な有IiJ総環境であることが必要となることから、それに対応した

補聴環境計画、及びそれら集団補聴器システム1mの混信等にも配1<l!した計闘

が求められる。

6 ) 早期教育部門の近年の動向として、幼児数の減少傾向はみられる一方で、

2才児認可学級および重複障害認可学級は地加傾向にあることから、学級数

の士哲減に柔軟に対応できる計画であることが蕊本方針となる。
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註

* 1 第 1J;i::tI: (p33 )で述べたように、編集協力省の一人であるオージオロ
ジスト大沼直紀同士(筑波技術短期大学教凌)によると、この際};!:障筈

教育の手引きは、聴覚を最大限に活用する 今 日の指導法において現在取

り得る:Iti良に近いもので、特に 0-5才児早期教育部門での乳幼児の総

能発i主により賜l待できる内容と伝 っているとしている。

* 2 第 5n [図 5-2 1 . P123 参照。
* 3 文献 2)総覚障害児の早期教育. P283 大沼直紀分担章より
* 4 文献 3)大沼直紀.学童応j青年期1の補勝器適合と聴覚活用. P1236より
* 5 問中美郷は、聴能を「いろいろな音轡現象(話し言葉、音楽、環境音な
ど)を知覚し、認知し、理解する能力であって、この能力は学習により

発達する」と定義している。文献 4)補聴器の選択と評価. P22より

* 6 文献 2)聡党障害児の早期教育.P286.大沼直紀分担主主より
本 7 乳幼児の聴力検査では、子供全般的行動や検査時の体調、機嫌など多く

の~因がかかわる中で、検査音に対する反応を読み取らねばならない。

したがって、子供の身体的 ・心理的状態、検査者と子供の関係、検査場

面の設定などに十分留意しなければならないとし、主なものとしては以

下のものがあげられている。

①できるだけ被検児の体調及び機嫌の良い時を選ぶ。

②被検児と検査者の信頼関係を保ち、緊張感のない状況のもとで行う 。

③一回の検査は、できるだけ短時間で終了するようにし、むしろ回数を

明やすことによって信頼度を高めるようにする。

④検査は、防音室又は無響室で行うのが望ましい。部屋が、狭かったり、

IIffい感じであ ったりすると 、乳幼児の検査には不向きである。部屋の

色調や備品などへの配胞が必妥である。

⑤検査苛の与え方は、受話器を使用でき ればJll!惣的であるが、スピーカ

ーをJfJいた音場での検査でもよい。

⑥同ーの検査を日時を変えて反復して笑施し、安定した測定値が得 られ

たところで、信頼性のある聴力として採則する。

文献 1)聴覚際宇?の手引き P263より
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ネ 8 乳幼児に音を与えると、まばたき、目の動き、びっくりなど、どちらか

といえば反射的反応と、振り向く、音源を傑す、 r.r.き出す、笑うなどの

探索的反応が出現する。 このようなl徳性反応を指僚として行う聴力検査

が聴性行動反応聴力検査である。こ こではl総性反応を観察する のが日的

であるから、玩具など視覚刺激はできるだけ少なくし、また乳幼児が緊

張しないで検査が受けられるような部屋であることが望ましい としてい

る。検査者は、観察窓の外側に位置して検査7Eの提示と子供の反応の観

察を行う。文献 1)聡覚障害の手引き. P264より

* 9 乳児に光の刺激を与えると、その方向に振り向くという、無条件反応で
詮索反応が観察される。条件詮索反応聴力検査は、光と管の刺激とを組

み合わせて条件形成を行った上で、その振り向き述勤を指標として行 う

聴力域検査である。適用年齢は、生後6か月から 3成とされている。

文献 1)P265より

* 1 0 遊戯聴力検査は、音が聞こえたということと、子供の遊びとを組み合わ
せた検査方法である。遊びは、ボタンを押すとm勤玩具が動くな ど、子
供が好むものを利用し、音源は子供の状態によ ってスピーカーでも受話

器でもよく、オージオメターと連動させて検査する。大体 2歳半 ぐらい

から適用できる。文献 1)P266より

* 1 1 オージオメターにより気導聴力と骨導聴力を測定し、その結果はオー ジ
オグラムとして記載されるもので、 “き こえ"に関する表示として国際

的に統一 されている。大体 48-59ヶ月で実施可能とされている。

文献 4)有IiJ掠器の選択と評価. P77.Pl14より

* 1 2 殆ど全ての重量学校には、補臆器特性検査袋白が設置されている。術総器
の性能の評価は、日本工業規格に則して行われるが、密閉型疑似耳を用

意している教育機関は少なく、従来の 2ccカプラによる補聴器特性の性

能の管裂が行われている。文献 3)P1233より

* 1 3 補i聴器フィッテングの手順は、オージオグラムのi謝他から利得処方する

規定選択法的手順から始め、次に有IiJ徳器装用下のオージオロジカルデー

タを法に有IiJ陪効泉を比べる比較選択法へとすすむ方法がよいとされてい

る。実際には図に示すような、特性処方的手順と装用試行的手順を組み
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合わせて行うことが多いとされ

ている。袋m試行的手順では、

実際に相jl徳~~を装用した状態で

の補聴効果をl正に比較選択をす

すめて行くので、規定選択法と

比べてより個人にf41Jしたフイツ

テングができる。規定選択法は

時間がかかるということで病院

等の臨床では取られにくい方法

であるが、子供と共有する時間

の多い教育機関においては、む

しろ好都合な方法としている。

文献 3)P1232より

補聴器ー適合の一般手順

学 lli 期宵~即l の補聴器適合と聴覚活用より

* 1 4 イヤーモールドは補聴器用耳栓の一種で、耳介腔や外耳道の型どおりに
制作されたオーダーメイドの耳栓であり、外耳道を密閉することによっ

てハウリングを防止する。また、イヤーモールドの設計によって、音響

特性を修正することもできる。文献 4) P52より

本 15 スピーカーからの音を聴取する音場聴力検査は装用試行的手順のなかで

は欠かすことができない。補聴器装用時のラウドネス検査や非言語検査

的比較法のうち最も基礎的な検査は補聴器装用時の倒値検査である 。

教育現場では、昔場のスピーカ一法検査による有Ii臓器装用時の闘値と裸

耳の閥他との差(ファンクショナルゲイン)を判定の拠り所にする比較

選択法的手順が取られることが多い。文献 3)P1233より

* 1 6 語音磁力検査はオージオメーターを用いて、語音聴カレベルを変えなが
ら聞かせ、語音聴取域値を測定する。補i徳効果を比鮫する方法として用

いられる。文献 4)P77より

* 1 7 不快レベル検査、快適レベル検査については、特に規定された方法はな
いが、オ ージオメーターを用いて、気導あるいは音場でのその備を測定

することが多い。文献 1)P216より
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本 18 1徳能の評価・訓練の総怨を図に示すと次のようになるとしている。

重度の聴党防省児の事Ij聡lIdは、ま

ず音声の“大まかな118き取り"に

役立つものである必要がある。聡

力レベルが 90 d Bより軽い聴覚

障害児であれば、 “知lかなIlH分け"

にまで役立てられるような補聴器

の役割が考えられよう。さらに口

型情報の手がかりを談話で補完す

ることで、より稲jJ篠宮5の効果は高

まることになる。

文献 3)p1235より

オカアサン qコこだ〉ー
オハサン cecト
L.__ 

外協~
Jか+ー.

聴能の号、F側と訓練の構惣図

学 ill 期 \'1 年月l の~Ii聴器苦適合と結党活用より

* 1 9 行動観察による実態把握については、活動の流れはそれぞれの子供に合
わせて進めていくが、その一例としては下図のようなものが考えられる

とし、またその部屋にはハーフミラー式の観察窓があれば、子供と母親

の自由な行動を観察する にはより便利であるとしている。文献 1)P239 

I 'ffBd  I I nfJJ llli Q) ~TtJJ I 

回一回→ 1~:IJ~ii' 1 →回一回

入室時の ・積木

処置(靴等) ・プロ yク

貌のかかわり ままごと

絵本

など

活動の流れ

. *，主をtii，< 
-動きの大きい近び

など

聴覚障密教行の手引より

* 2 0 聴覚発迷図による調査は、 15ヶ月児までの聡党発達にl刻するチェック
項目が本げられており、各項目に反応がみられた暦年齢をプロットする

ことによって発達の遅れを言平価できるとしている。また他に、 5才児ま

でのチェック項目と、その状況を確認するための検査法がある。

文献 1)P243より

-2 8 5ー



ネ 21 上述の *7 (p28D 参照。

*22 1986年に コール (E. Cole) らに よっ て唱えられた聴覚活用学

習 (auditory learning)は、意味ある場のなかでの学習指導を重視し、

そ の~味の 「理解J の活動の中に 「検出 J r弁別Jr識)JIIJの各要素は

含まれてしま うと述べており、従来の聡能訓練が教師主導形であったの

に対してチ供の主体性を重視したものといえる。文献 1)P326より

* 2 3 教育関係者の受講する補聴器専門講習会については、国立特殊教育総合
研究所、 愛媛大学公開講座、筑波技術短期大学公開講座(日本聴覚障害

・教育工学研究会夏期講習会)があり、 平成 7年 9月現在までの総受講

者は、 それぞれ約 90 0名、 200名、 150名とな っている。

文献 3)p1231より

* 2 4 周囲の雑音のレベルと音声の聞き
取り成績の関係を健聴者と聴覚障

害者について調べたもので、健聴

者成人が 10名、準霊度・重度の

聴覚障害者成人 4名を対象にノイ

ズ下文章了解度検査を行ったもの

であり、その結果によると、図に

示されているように健聴者は 5 

d BのS/N比の条件でも 100

%の聴取能力があるのに対して、

l臆覚障害者では + 10~15dB

のS/N比の条件が確保されなけ

れば、補聴器を使った本来の聞き

取り能力が発f.liされないとしてい

る。

文献 3)p1231より

100 

90 

キ 80

470 
I 60 

4so 
E40 
率 30

{部)20 

10 

(60d6) 

(75d6) 

(8Id8) 

-s 0 +5 +10 +15 +20 +25 
51" (d8) 

i襲量虐 置度目聴力陣普且人 4名町ノイス下文章了解

度横査の正吾率的霊化.

( ) 彼検者;の平均聴力レベル 企 聴力正常成人的

10名目平均成菩寧(100%が得られた 5/N比 5d8) 

S/N比と音声聴取成績の関係

* 2 5 普通小学校 l年の 1クラス(児童数 28名)で国語の 1時限の授業(約
3 9分1m) と鍛学校小学部 1年の 1クラス(児童数 8名)で算数の 1時

l恨の授業(約 42分!日])を対象に教室内の原筑音について測定したもの
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であり、 その結果 として聾学校の

階騒音のレ ベルは 55~60dB

程度、 普通小学校では 55 ~ 6 5 

d B程度の純凶にあり、 w学校で
は 60~70dB の範囲に分布の

中心があ っ たが小学校では 65~

7 5 d Bの範囲に音が多く出現し

たとしている。

文献 5)p59より

引用 ・参考文献

1 )文部省 聴:tt障害教育の手引 1992.11 

圧

Jレ

90-95 

(bB.SPL) 

合，，，)
30 ~ O S() -

口 通常吋

fal"乍佼

~学校 ・ i団常学校 に おける 1 年生の

クラスの l時限の授業の中で生じた
昔l工分布

2 )中野善遥編著:1徳覚障害児の早期教育 福村出版 1991・11

3 )大沼直紀:学童期 ・青年期の補聴器適合 と聴覚活用 ]OIlNS 11 

1231偽 12311995 

4 )神崎仁編集 図説耳鼻咽喉科NEiAPPROACIl 1 報i磁器の選択と 評価

メジカルビュー社 1996.5 

5 )中川|辰雄・大沼直紀 補聴器の評価に関する研究 ー音声と教室内の潔境音

の音轡学的分析一 国立特殊教育総合研究所紀婆 第 14巻 55陶 621981 

6 )大沼直紀:t!!il徳器のフィッティング理論と適用のilW題 日本音響誌41(10)

112拘 1111991 

7 )大沼直紀 .子 どもの有!i聴器フィッティング 教育機関としての役割l一 陣

害教育48(10) 13~20 1993 

8 )大沼直紀 音湯測定による試j司補聴器の特性処}j手順 Audiology ]apan 

21 153均158 1984 

9 )大沼直紀 ・岡本途也 簡易語音検査による総:r.t附i1t児の目単純の評価

Audiology ]apan 31 64~13 1994 

1 0 )阿瀬iiE治 有lil総器の背場法による制i総効果の評一価 ]OHNS 11 1381~1394 

1995 
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邸学校早期j教行部/"J施設綴能の基本総成3 

本項においては、これまでの分析と考祭を通して得られた知見、及び前項に示

[表 9-1]銭学校早期教育部門施設計画上の越本的事項
したl正本方針を越に、また態学校教育の先進校とされる米国ギャローデット大学

付属ケンダル塁手学校早期j教育部門・ 1を参照しつつ、邸学校早期教育部門施設計画
保護者向けの指導

集団指導。
父母集団
・父親集団
母親集団

*0は編成される。 A は編成される協合もあるものを示す。

*クラス単位(タイプ1)は集団養護訓練を、 (タイプ2)はそれ以外の聡党活用学習を示す。

*聴能訓練には、オージオロジカルデータを得るための各積検査を含む。

*聡能機器には、各相]検査機器を含む。
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法
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・

談

受

み

相

の
悩

の

寄・
つ
等

障

伴

安

団集
師
者

+
護

講

保

聴覚障害乳幼児が必要

としている家践の養育
全般に関することa

保護者が聴覚障害者で

ある場合に、集団補聴
システムが使用可能で

あること。

者

間

護

+

保

教

オージオロクーに基づく学習 ------- / 

--~ 聴覚活用学習 l 

園田園

聴覚障害乳幼児+母頼+教師

-・・・・ーーー~

一・圃・-掴圃・ームー l 

0

0

0

 

器

用

周

恥

側

捜

器

摘

ム

能

聴

回

テ

聴

利

徳

使

聾

ス

指

導

内

容

補

聴

環

境

年集/0 

32|l~2才
成/3-5才

才

聴能訓練

聴覚活用

学習

保育

情成員

指導領域

指

導

形

態

に際しての施設機能の締成に対する益本的な考え方を示そうとするものである。

O 才~5 ..r の聴覚障害乳幼児に対して指導を行う早期教育部門施設は、!8l学校

そこで、このような特性がみられる早期教育部門施設計画に際しては、こ の施

設計画上主要な喪主位となる学習集団編成、指導形態、指導領域、指導内容、補聴

なることから、指導形態を大きく 二つに設定されるべきことがあげられる。それ

つぎにその二つの指導形態についてみていく。まず前者の乳幼児十保護者に対
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含めず保護者に対してのみ行われる指導である。保護者に対する指導は、第 7i-;t 

とになる落胆、動橋、絶gJ.、怒り等保護者の粉神的状況を克服し、より 安定した

は、 一つは聴覚障害乳幼児+保護者に対する指導であり、いま一つは、乳幼児を

盟ましい子供との関係を持つことが、乳幼児JUJ聡党問答教育において不可欠であ

における枢裂な施設である。それは序章及び第 lf，'tで述べてきたように、 O才~

て明らかにしたように、オージオロジーに基づく l徳能訓練及び聡党活用学習を通

しての指導が、個別指導、クラス単位、学年合同、全学年合同等の多綴な編成で

それら~~信 /HJ の関連を早期教育部門施設計画上の 1正本的事項として表してみた

5才児期は、聴覚発達の適時性・ 2からしても、また聴能のより望ましい発達にお

この聡党発述の適時性JUJ内での学習指導を行う早期教育部門では、本論におい

まず始めに早期j教育部門においては、聴覚障害乳幼児の保護者も指導の対象と

でみたように災施校こそ今だ若干少ないものの、乳幼児に大きな影響を与えるこ

環境及び指導対象年齢等、各要素問の関連を把援することが重要となろう。

の学習集団で、しかもその集団に保護者が加わる形で行われている。

いても、聴覚障害教育上最も重要な時期!となるからに他ならない。

ものが[表 9-1]である。

ることから行われるべき指導とされているものである。.，

早期l教行部門施設計画上の基本的事項i 3. 



する指導における若本的項目との関連についてであるが、乳幼児+保護者に対す

る指導時の集団編成は、集団規様でみると個別指導、クラス単位、学年合問、全

学年合同の 4集団編成となる。しかし、クラス単位につ いては、指導内容におい

て二つに分ける必要がある。それは、本論においてl切らかにしたように、クラス

tl1位での指導には、聡能訓練を主とした集団養護訓練、及びそれ以外の全体的発

達を含めた聴覚活)T]学慢に分けられるからである。したがって、早期j教育部門の

学習集団の編成は、クラス単位をクラス単位(集団養護訓練)とクラス単位(J熔

党活用学習〕の二つに分けた 5集団編成とするのが妥当であると考える。

また、それらの集団編成での学習時にみられる特性のーっとして本論において

明らかにしたものであるが、クラス単位以上での集団指導の際、その集団の中の

幼児 1人に対し、個別に集団とは別の場所で聴能訓練等の指導を行う[随時個別

学習]パが、必姿に応じて随時行われている。したがって、図に示すように[随

時個別学習]が行われている時には、個別指導と集団指導が同時に行われるこ と

となる。

これもまた聴覚障害乳幼児教育にみられる特性のーっといえるが、こ の学習集

団には保護者(母親である場合が多いため以下母観という)が、集団構成員とし

て加わり指導を受ける。したがって、指導の対象としては、聴覚障害乳幼児と母

親の 2者に対する指導となる。その 2者に対する指導の比重は、年齢別では当然

年齢が低くなるほど母親の比重は高くなる。 一方、集団編成別では、早期教育部

での指導が教科学習のように朝日分化されたものではなく、聡能訓練、聴覚活用学

習等の領域を含む総合的な指導となることから、いずれの集団編成においてもケ

ースパイケースでその比重が変わると考えるのが妥当と恩われる。

つぎに指導内容の項目についてであるが、それは、指導領域で表したように、

大きくはオージオロジーに益づく学習と聡党活用学習の 2領域に対応した、聴能

訓練と聴覚活用学習となろう。しかしながら、 一方の聴覚活用学習には、第 7及

び第 B宣言においてみたように、 一般の保育と同様、 子供の全体的発達を育む指導

が総合化されたj彰で含まれてる。そのことからここでは、聴覚活用学習に含まれ

ている保育を分けた形、すなわち聴力検査等を含むオージオロジーの領岐を主と

した聡能訓練、 l臨:i!活m学習、全体的発述を育む保育の 3項目とするのがより分
かりやすいと考え設定している。その 3項目でみると、総能訓練は個別指導とク
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ラス単位(集団養護訓練)で行われ、聴覚活用学習については)J;本的に全ての集

団編成で、保育はクラス単位(聴覚活用学習)、学年合問、全学年合同で行われ

ると、本論の分析からも表すことができょう。

補聴環境については、各種聴力検査機器をはじめ聴能訓練支援機器等の機器を

利用しての学習は、 l総能訓練と対応した個別指導、 クラスlt1.位(集団養護訓練)

の集団編成で行われる。他の補聴器および集団稲iJ総システムは、全ての集団編成

で使用される。

つづいて集団編成と年蹴との対応についてであるが、それについては本論での

分析からつぎのように設定できょう。 0才児は、個別指導が主であり、他にクラ

ス単位(聴覚活用学習)での指導が設定される場合もある。 1 才 ~2 才児では、

個別指導、クラス単位(聴覚活用学習)を主とし、クラス単位(集団養護訓練)、

学年合同での指導が設定される場合もある。 3 才 ~5 才児では、 5 集団編成の全

てにおいて学胃袋聞が編成され指導が行われる。

これら各項目の関迎を集団編成別での軸でみると、各集団編成とも特性はみら

れるものの、指導内容において大きく 二つ に分けることができる。そ れは、聴力

検査機器、聴能訓練支援機器等を使用する個別指導およびクラス単位(集団養護

訓練)の聴能訓練を主とした養護訓練を行う集団編成と、クラス単位(聡党活用

学習)、学年合同、全学年合同の聴覚活用学留を主とした保育を行う集団編成の

二つであり 、施設計画において配慮すべき事項となる特性であるといえよう。

もう一方の指導形態である、乳幼児を含めず保護者に対してのみ行われる指若手

については、その頻度zは高くないものの重要な指導として位置付けられるもので、

指導形態には個別と集団とがある。集団指導としては、第 8f，i:において両親講座、

父親議座、母親教室等がみられたように、父母集団、父籾集団、母鋭集団等が対

象となる。指導の内容としては、個別指導では子供に隊容があることに対する不

安、悩み等の障害の受容に関することなどであり、集団指導では障害の理解、障

害の克服、補聴器管室Eの実習等の聴覚障害全般にわたる 学習が ~;H.lí・実習等を通

して行われる。なおその際、乳幼児は別室で保育が行われることになろう 。

以上が、本研究の成果を踏まえ早期教育部門施設計画に際しての法本的な事項

となるものをまとめたものであり、早期教育部門の施設綴能のm成を考える上で
の若礎資料となるものと考える。
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3. 2 早期教育部門における施設機能の法本精成

本項においては、これまでの研究成果に益づき鉛示した邸学校早期教育部門に

おける建築計画の法本方針(以下u本方針という)及び!日現の基本的事項(以下
蕊本的事項という)から、早期教育部門が持つべきの施設機能の構成について、

その基本的な考え)jを示そうとするものである。

基本方針においては、まず、今日の指導方法がほぼ定若していると見ることが

できることから、この指導方法に則した計画であるべきことを益盤と し、つぎの

方針を示した。それは、①オージオロジ一部門の領域に対応した計画とすること、

②良好な音環境を考慮した補聴環境とすること、③ O才-2才児教育相談での学

習形態に対応した学習環境とすること、④3才-5才児幼稚部での学習形態に対

応した学習環境とすること、⑤学級数の増減に柔軟に対応できるものとすること、

である。これらu本方針から、早期教育部門が持つべき施設の主要機能としては、

オージオロジ一部門、 O才-2才児教育相談の学沼部門、 3才-5才児幼稚部の

学習部門の 3部門となるということができょう。

この 3部門の綴能内容であるが、まずオージオロジ一部門では、前述したオー

ジオロジーの領域に対応したものとして①穏力検査と聴覚管理、②補聴器の評価

と管理、③補聴器のフィッテング、④聴能の評価と訓練、⑤オージオロジカルデ

ータの管室IIがあげられる。そこで、スペースと対応する施設の諸室機能としては、

①及び③での乳幼児向けの各穏聴力検査を行う l能力検査室機能、②及び③に対応

し補聴器特性dllJ定も行われる補聴器管理室機能、④ではオージオロジカルデータ

に益づき作成された指導プログラムを実施するl徳能訓練室機能、⑤に対応したデ

ータ処理保管室機能をあげることができょう。なおl徳力検査室機能、補聴告書管理

室機能においては、特に防音に配慮すべきことは、 2正本方針で述べた通りである。

つぎに O才-2才児教育相談の学習部門であるが、能力検査、聴能訓練等上述

のオージオロジ一部門ですでに含まれているもの以外では、主主本方針で示したよ

うに、家庭環境に近いj影での学習が可能なデモホーム等をも含めた O才-2才児

の学習形態に対応した保育室綴能、さらに学習集団の主妥構成員である母親が妊

婦又は日IJの乳幼児がいる場合に対応した母線支援室機能があげられる。その他、

O 才 - 2).9~ を対象としていることからも、ほふく 、睡眠、調乳等の保育施設に
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おける 一般的な施設機能も必要となることは当然といえる。

つづく 3才-5才児幼稚部の学習部門においても、教育相談と悶綴、 l総力検査、

聴能訓練等はすでにオージオロジ一部門に合まれており、それ以外では、越本方

針で示したように、多様な学習集団を編成しての学習形態に対応した保育室機能

となる。

これら主要 3部門の関連についてみると、 i能力検査等各種検貸は一人ひとりの

発達の応じて行われるため、両学宮部門に共通した郎分も見られることから、

[図 9-1]に示すようなオージオロジ一部門において重なりを持つものとして

表すことができょう。

オージオロジ一部門

A は両学習笥部i門において行われる遊戯聴力検査、条{件牛詮井;ti反応聴力検T資Eて等Fの検1tt 

B は0-2才児に対して行われる聴性行動反応総プ力J検1査宝=守等f事rの検住及ぴ総能

C は3-5才児に対して行われる純音聴力検査等の検査及ぴ聴能司訓1均噸u
D は補聴器特性il!IJ定、補聴器の調整管理、オージオロジカルデータの行政I'?F

[図 9-1] 主要 3部門の機能関連図

また、これら施設機能を構成する際の相互の関述については、法本的事項で示

したように、早期教育部門の特性の中にみられる。まず「随時側別学習」である

が、これは集団指導の際、その集団の中の幼児 1人に対し、個別に聡能訓練、聴

力検査等各種検査等を行う指導であり、しかも必裂に応じて随時行われる。した

がって、その指導場所へのアクセスが、容易なものとなるよう計l珂されるべきで

あろう。つぎには、両親講座、父親講座など保護者集団に対しての学習俗導であ

るが、これに対しては、単独室機能としてもよいが、その頻度も少ないことから、

比較的大きなスペースとなる遊戯室機能に付加される機能として配慮されるべき

要素となろう。その他として、乳幼児期においては有Jj総務が最も有効な教育機器

であることからも、施設全体に渡る良好な有JjJ箆1M出となるよう配慮されるべきで

あることは言うまでもない。
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o J-_ 5才児早期教育部門において、今日の聴覚を最大限に活用する指導方訟

を展開する上で、これまで示してきたような施設機能及びその織成に対する考え

)jが必要であると考える。

すなわち、 [図 9ー2Jに示すような強学校早期教育部門において持つべき施

設機能織成の考え方である。

参考

早期教育部門施設機能構成の参考モデル

本論で示してきた早期教育部門施設織能構成の若本的な考え方を踏まえ、その

施設機能と空間構成の関連を、より具体化した形で示したのが[参考図ー 1Jの

参考モデルである。この参考モデルは、同心円状の空間j構成としている。それは、

前項の施設機能構成図で示した、オージオロジ一部門とそれへの保育ゾーンから

のアクセスの関述、また早期教育部門の機能空間系の関:i9!をより適確に示すこと

../'-、仁] J入、口

)
己

ができるものと考えたからである。

， 幼稚部 (3-5才)
入口

屋外
スペース

屋外
スペース

直亙董~~ I 

凡例 ⑪ は伽GIJに聴問11僻を行う個別指導エリア析す。

口 は防音を必要とするエリアを示す。

モー は「随時個別学習j時の動線を示す。

ーは一般動線を示す。

[図 9-2 J 態学校早期教育部門の施設機能構成図

以上が、本研究の成泉を踏まえ早期教育部門の施設機能の構成について、その

法本的な考え方をまとめたものであり、今後の聾学校早期教育部門の施設計画方

針策定への有効な検討資料となり得るものと考える。
「参考図-1 J態学校早期教育部門の施設椛成参考モデル
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屋外

スペース

際線l各種聴力検査エリア「
百個別指導エリア 上オージオロジ一部門

「参考図-2 J参考モデルのゾーニング

wc・教材室エリア
(検査エリアの防音コアともなる)

「怠考凶-3 J診考モデルのオージオロン一部門の椛成
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参考モデルは、ゾーニングに示すようにオージオロジ一部門を紘として、その

周囲に主要機能ゾーンを配した椛成とし、 「随時制)]1)学習J11寺のオージオロジ一

部門への最適なアクセスを権保しようとすることを芯図したものある。[参考図

-2 J 

そのオージオロジ一部門の柿成は、観察及び機器傑作を行う飢望書エリアを挟ん

で、各種聴力検査を行う検査エリアと、検査室が醸し l却す入室抵抗感を軽減した

検査環境としての行動観終 ・集団養護訓練エリア、&びその1週間に宕干の養護訓

練機器の設置も考えられる個別指導エリアで構成される。なお、このゾーンにあ

るwc・教材エリアは、中心部の防音 ・集団補聴器システム聞の混信等のバリア

ともなる構成を取ったものである。[参考図ー 3J 

この参考モデルの利用者主動線は、 O~2 才教育相談と 3~5 才幼稚部とでは、

登校時間および指導時間帯も異なることもあり、教育相談と幼稚部とを二つに分

けるものとしている。また、幼稚部の主動線上に行動観察 ・集団養護訓練エリア

を配置したのは、登校時まず初めに行われる補聴擦の作動状況チ ェックの場とし

て適切であることと、動線上にあることでそのエリアがより抵抗感の少ない検査

環績となり得ることにおいてである。なお、初めて来校する教育相談児及び管l!Il

は O~2 才教育相談のアプローチ動線を使うものとしている。[参考図- 4 J 

つぎに聴覚活用学習が主となる保育ゾーンの空間の構成についてであるが、ま

ずO才児保育ゾーンは独立ゾーンとし、ほふく、暖眠、調乳等のエリア、母親が

妊婦であったりした犠合その休惣エリアともなる観童話室をほふくエリアに而して

配置する構成としている。つぎの 1~2 才児保育ゾーンでは、家庭生活に近い形

での指導ができるエリアとしてのデモホームエリアを持つ構成とし ている。つづ

いて 3~5 才児保育ゾーンでは、各種あそびのコーナーからクラス単位、学年合

問、全学年合同へと多織な集団での聴覚活用学習に対応できるフレキシビリテ ィ

の富む空間構成を意図したものである。[参考図-5 J 

また参考モデルのプレイルームに対しては、 一般に凡られる集団活動の場とし

てではなく、リトミック等比較的大きな音を出しての聡党活m学習に場としても

活用できるよう、防音されたエリアとして設定している。

以上が容考モデルの内容であり、本論の分析および考狭か らiUられた知見を踏

まえ、一つのモデル渠として示したものである。
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幼I性部
(3 -5%) 

屋外スペース

。エリアは、登校時の補附作動状況チェックの場ともなる。

「参考図-4 J参考モデルの利用者主動線

1.各積あそびコーナー 2. クラス単位
3. 学年合同 4 全学年合同
5 デモホーム 6 プレイルーム
← ー は「随時個別学習」時の動線

「霊会考一凶-5 J 診考モデルの学習さ~nnの精成
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註

* 1 ギャローデッド大学 (Gallaudct Univcrsity) は、
1 864年に設立され百年の伝統を持つ、米国ワシント ンD. Cにある聴

覚障害者を対象とした大学である。当大学は、 0才児からを対象とした附

民主草学校から大学院博士課程まで設置されいる聴覚障害児者を対象とした

世界で唯一 の総合学問として、聴覚障3者である K ジョーダン学長のも

と、米国における邸文化形成の中心的存在となっている。

当大学には、プレカレッジプログラムとして二つの附属野学校 (KDES，

M S S D)が大学キャンパス内にあり、ケンダル!l¥l学校 (Kendall

Demonstration Elementary School) は、

197 0年に述邦政府のまま金よって創設された O才-15才児までの聡党

障害児を対象とした通学制の部門であり、 200人(1991年)の聴覚障害児

がサービスを受けている。

ケンダル!l¥l学校の施設概要は[図ー 1] に示すように、指導ゾーンとして

は、 PRE-SCHOOL， PRAIMARY， ELEMENTARYの

3ゾーンで構成され、{也に聴力検査センタ一、教育機器開発センタ一、発

達検査ゾーン、図管室、ホール等と充実した内容を持つ規伎の大きな施設

である。各指導ゾーンへのアプローチは約 8m幅のモールからとなってい

るが、乳幼児部門である PRE-SCHOOLは、その他に外部から直接

アプローチできる専用の入口を持っている。

つぎに乳幼児部門の平面図を[図-2]に示す。乳幼児郎門は、家庭生活

を再現できるモデルホームゾーンとグループアクティビティゾーンからな

っており、それぞれ外部からの専用の入口を持つ。モデルホームゾーンに

は個別指導を行うエリアとガラス越しに銭安定できるエリアを持つ。グルー

プアクティビティゾーンは、スタッフエリアをコアとしてその周囲に個別

指導、観祭エリアを、その外DIIJにプレイコーナーを持つオープンエリアを

配する精成となっている。

なお、著者は 19 9 0年に同銀学校を訪問調査しており、当資料としては

ギャローデッド大学およびケンダル態学校発行物によ ったものである。
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• モール
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入ロ

協 ELE阻町ARY

図個別指導室

~ 観察室

[図-2J PRE-SCHOOL傾姿図
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* 2 聡党の発注の適時性は、脳が一定の成熟段階にi主する 2才ごろまでにある
と言われている。この時期は聴覚障害の有無とは関係なく達することから、

聴覚障3児の聴覚学習は 2才前のできるだけ早い時期に開始することが必

要とされている。

健常児の場合、神経生理学的には大脳皮質の働きが活発になる生後 3か月

あたりからl総性反応がみられるようになるとされている。 一般にl総力レベ

ルが大きい場合、そのまま放置したのでは総性反応はみられないが、有Ii磁

器の談I日で音声等が聞こえるようになると、その時点、から聴性反応が発達

してくるといわれている。

序章、 2 研究の背況と窓義、 3)早期教育の重要性 P. 6 参照。

* 3 聴覚障害教育の手引きにおいては、乳幼児期の教育は、親の理解と養育カ
を抜きには考えられないとし、聴覚障害乳幼児のコミュニケーション意欲

を高め、言語発途を促すには、お互いの愛情を十分実感し合う安定した親

子関係が不可欠であるとしている。

文献 1)聴覚障害教育の手引き P. 1 1 5 より

* 4 r随時個別学習」とは、クラス単位以上での集団指導の際、個別指導の必
要にがあると恩われる幼児 1人を、もう 1人の教員が集団とは別の場所で

個別に指導を行うものをいう。その状況については、 [写真 4-1 7] 

P. 9 8、 [写真 4-37] P. 113を参!被。

参考文献

1 )文部省:聴覚障3教育の手引き 1991. 11 

2) GALLAUDET UNIVERSITY : A TRADITION OF EXCELLNCE 1990 

3) GALLAUDET UNIVERSITY: Kendall Demonstration Elementary School 1980 

4) GALLAUDET UNIVERSITY : Parent with Infant Program for the 

hearing Impaired 1980 
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4.今後の課題と研究の方向

liM学校早期教育部門における教育は、従来の指導方法から今rIの聴覚を最大限

に活用する指導方法への転授が図られ、今日では全国的にほぼ定者しているとみ

ることができることを、本研究結果と指導実践怒として文部省から平成 4年に示

された「聡党障害教育の手引き」とを照らして示してきた。

しかし、この今日の指導方法にはその実践において、今だ議論め中にある部分

も含んでいる。それは、 l総党を最大限に活用することでは一致しているものの、

その訓練 ・指導において単感覚法で行うのか、トータルコミュニケーション法で

行うのかという議論であり、どちらも合理性を有しているといわれている。単感

覚法は聴覚以外を遮断して残存する聴力を徹底的に活用するもので、トータルコ

ミュニケーション法はキュードサイン、絵カード等視覚情報をも併用したもので

あり、前者では特に視党的な刺激となるものを極力避ける必要があることにおい

て、それらの学習環境はおのずと異なったものとなろう。なかでも特に聴能訓練

の指導時においては、その指導効果を上げるためにも、そのどちらを取るのかを

視野に入れた、学習環筑への十分な配慮が必要となってくる。このことからも、

聴能学の専門家であり、聡能訓練の指導プログラムの作成及び実施を担当するオ

ージオロジス卜と共同での学習環境の研究が不可欠となろ う。

したがって早期教育部門における研究の次の段階としては、本研究成巣をもと

に、聴能訓練及びl聴覚活用学習に対応する今後あるべき学習空間について、指導

項目の内容と対応する空間の抱鐙 ・分析をモデルとなる先進事例を通して行い、

それに基づいた学習空間のモデル化をオージオロジストと共同で示すことが課題

となる。その際、モデルとなる先進事例としては、オージオロジストを中心とし

た私設の指導所、病院等の聡党 ・言語障害児のための術滋施設等でも行われてお

り態学校に限らないことはいうまでもない。

また同時に、 i隠:rti活用学習環焼として十分に配隠されねばならない有fjl徳環境に

関しでも、集固有lil誕.ir，gシステム等掃il徳関連機illiの進展も視野に入れながら、補l臨

1誌が活かせる有Ii聡環境としての音轡空間のモデル化を、 E主築音響の専門家と共同

で示すことが重要となると考えている。

これら残された課題への追求を通して、 w学校早期教育部門における学習環焼
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の整備の方策については探っていきたい。

また一方、この総党障者乳幼児の指導に関しては、5J1]の観点、からの充実化をも

図る必要があると考えている。

それは、本論で示したように態学校在銘乳幼児が、 2才児では 298人と、幼

稚部入学児数とほぼ同数となってるのに対し、 l才児が 159人、 0才児は儲か

4 8人と年齢が低くなるにつれて大きな減少がみられることにある。本論で述べ

たように、聴覚の発達の適時性、及び械il磁器を装用し音声等が聞こえるようにな

った時点から聴能の発達が始まることを考えると、 0才児から指導を開始するこ

とが最も究11巣が期待できることはいうまでもない。しかしながら、上述のように

O才-1才児の在籍児数が少ないことをみると、そこに何等かの在籍しにくい要

因があるようにも思われる。

そのーっとしては、態学校の設置状況からくる通学に際しての要因によるもの

があろうと考えている。 E語学校の設置状況は、学区の大きな 1県 1校及び 2校設

置タイプの府県が大半を占めている状況であり、そこでは O才-1才の乳幼児を

抱えての通学を考えると、行きたくとも速すぎて行けないといった、その大きな

学区からくる通学上での難点を持っていることにあるのではないかと恩われるか

らである。

そのことからも、 0才-1才聴覚障害乳幼児の学習機会の充実、保障といった

観点から、より通学しやすい指導場所を地峡レベルで展開するといった計画が必

要となると考えている。その際、聴覚障害乳幼児の指導は、霊草学校早期教育部門

だけでなく 、{也に難聴幼児通園施設、福祉センター、病院等の聴覚 ・言語障害児

のための指導施設、私設の指導施設等でも行われている例もみられることからも、

これら関速機関との辿併において地域 レベルでの学習機会の充実化を図ることが

考えられよう。

そして、その主I!般の際には、聴覚障害乳幼児教育の笑紛には高いものがあり、

また幼稚郎から高等部までの一貫教育で倍われたものもあることにおいて、 l1!}学

校早期l教育部門が、それらl閃述機関によるネットワークのセンター的な役割を担

うことになることも考えられよう。

このようなセンター的役羽lを持たせた態学校早期教育部門を核として、民l主li綴

I刻の述般による地峨レベルでのネットワーク化を図るといった地峡計画的な視点、
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を持つ研究は、 i徳党の発注の適時性期を逃さず、しかも白然な形での膳党活用を

目指す今日の指導方法により 11リしたものとするためにも重要な諜題となると考え

られる。

他方また、早期教育部門につづく 6才からの邸学校義務教育以降の部門におい

ても、この早期教育部門におけると問機に、建築計画研究の方向を考える上で考

応すべきことがみられる。

それは本論で明らかにしたように、幼稚部から小学部へ進むl時是正において 3-

4 ;!;1]の児童が小学校へインテグレーションするものの、中学部入学時点、で 1;日l弱、

さらに高等部入学時点で 3割弱が態学校へ戻るという、 Uターン型の就学パター

ンがみられることにあると考えている。

この幼稚部から小学部へ進む時点での小学校への転校は、また同時に小学部在

籍児の小人数化をもたらしている。平成 7年度の小学部在筋児童の状況をみると、

総学年数は小学部設i丘校 98校全体で 58 8学年となるが、そのうち 2名以下と

なっている学年は 4.5 ~J 強 (2 7 2学年)にのぼり、さらに学年 0人はその中

で 3割弱(7 4学年)を占めるに至っている。これは平成 2年度と比べて小人数

化がさらに進んでいる状況がみられる。

この小人数化は、言い換えればインテグレードする児童が増えていることを示

すものであり、その士巴s進の要因には態学校特有のものがあるとみている。その要

因には二つの側面があり、一方の要因としては、本論でみてきたように、今日の

指導方法の導入により早期教育部門での教育効果が確実に高まっていることであ

る。もう一方の製図としては、保護者に対し不安をもたらす簡がE語学校義務教育

部門にみられることであり、それは、義務教育部門における学力の到達度が、お

およそ 2-3年遅れるという現状がみられること、また総:r.t障害に伴って起こり

易くなるとの指摘のある社会性の稀薄さに対して、上述の在籍児数の学習環境に

おいて社会性を養うのは難しいのではないか等のことが不安姿因となっているよ

うにも思えるからである。

このような邸学校義務教育部門にみられる状況からして、インテグレーション

の増進、義務教育部門での児童数の減少傾向は今後も続くものと思われる。

また一方、インテグレードした児童においても泌党官llll、総能訓練、学習支援

等の補償教育は当然、必裂となるが、その体制が慾っているとは言えないというの
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が現状と思われる。その支援体制の不備がそのまま、高等学校進学時点で野学校

高等部に戻 ってくるという Uターン型の就学パターンに現れているとみられるか

らである。

このことからも、インテグレードした児童に対する補償教育の充実を図ること

が、今後の聴覚障害教育において重要な課題となってこよう。そして、この補償

教育を態学校義務教育部門が担い、 Uターンから Jターン型の就学パターンにす

ることが、聴覚障害児教育に実績を持つ銭学校義務教育部門に諜せられた課題と

なるのではないかとも考えられよう。その場合、野学校義務教育部門は、インテ

グレードした児童に対する補償教育のセンターとしての役割lを持つ部門ともなる

と考えらる。

このように銭学校を取り巻く状況をみると、今日聾学校の役割lというのが変化

し始めているようにも思われる。

すなわちそれは、幼稚部から高等部まで一覧した教育により目立を目指した従

来の体制から、~学校の枠を越えた聴覚障害教育のセンターとしての役割をも担

う機関への展開であるとも言え、そしてこの展開は、これまでみてきたように、

残存する聴覚を最大限に活用する今日の指導方法の導入により、より顕著なって

きていると考えられるからである。

これらのことから、今後の態学校の建築計画研究の方向としては、第 5主主で示

した現施設にみられる課題に対して取組む際にも、これら聾学校の役割lの変化に

伴う動向をも視野に入れた研究の展開であることが重要となると考えているとこ

ろである。
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1 6.吉凶あこ・平根孝光・桜庭晶子 実務経験が体得できる人間工学実験の授

業 第 28回全国聾教育研究大会研究集録 84-85 1994 

1 7.桜庭晶子・ 吉田あこ ・平線孝光 ・今井計:加齢別視界賞変による色彩変化

ーその 1黄色度による加齢対応透明言草肢の選定一

日本建築学会大会学術講演梗概集 959-960 1993 

1 8.桜庭晶子 ・吉田あこ ・平根孝光 ・今井計:加齢別視界災変による色彩変化

ーその 2 質変視界による生活環境色の変化ー
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スポ ーツ活動の実態 ・1 ーコミュニティ ・スポ ツ施設計商に関する法

礎的研究 一 日本建築学会大会学術講演校級銀 1405-1406 1983 

日本建築学会大会学術講演梗概集 307-308 1995 

5.平恨孝光.態学校の全国レベルでの状況について 態学校の建築計画に
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市の形成 紙成即1] (昭和 55年)の状況 ーその 2 居住者調査の概要と

普通世帯の構成一 日本建築学会関東支部研究報告集 401N404 1981 

30. 植松貞夫 ・宮江{rt治 ・小島重次 ・栗原嘉一郎・ 平根孝光ー筑波研究学園都
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3 1 構松貞夫 .;7.江伸治 ・小島重次 ・栗原嘉一郎 ・平板孝光 筑波研究学園都
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日本建築学会関東支部研究報告集 409陶 412 1981 

32. 平線孝光・植松貞夫・富江伸治 ・小島重次 ・栗原京一郎 筑波研究学園都

市の形成:概成Jl11(昭和 55年)の状況 ーその 5 単身赴任者・独身者

の生活と窓識一 日本建築学会関東支部研究報告集 4印刷416 1981 
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A Study on Architectura1 P1anning in 

An Ear1y Education Sect工onof， The Deaf Schoo1 

Takamitsu HIRANE 

A variety of deve10pment has been seen with guidance methods 

in schoo1s for hearing impaired chi1dren in such fie1ds of a 

sign 1anguage， 1ip 1anguage， etc. in Japan's history of 
education start工ngwith the beginn工ngof the Meiji Era for 

more than a hundred years. 工n such deve1opment， something 

remarkab1e is noticed with the new expansion of the guidance 

methods in recent years. This has been brought about from 

the progress in the fie1d of the study concerning not on1y 

the education and medica1 science of impairment in hearing 

but a1so engineering of hearing aids， audio1ogy， etc.， and 
is regarded as new expansion of guidance methods accompanied 

with such progress. Today's guidance methods are directed 

from the conventiona1 methods where pronunciation or use of 

the 1anguage is systematica11y 1earned main1y under teach-

ers' guidance to the ones where auditive senses are activat-

ed to its utmost in a natura1 sty1e of making use of remain-

ing auditive senses. Today， education 工n accordance with 

this guidance method is made in a11 the deaf schoo1s. 

A1so in addition to the fact that this guidance method 

great1y contr工buted to the who1e of the education of the 

deaf schoo1s， it shou1d be noted that greater contribution 

might have been made in exp10iting a considerab1e possibi1i-

ty for young chi1dren aged between 0 and 5 who are obコec-

tives be10nging to an ear1y education section. A1though it 

has 10ng been pointed out from a medica1 viewpoint that 

effect of auditory 1earning since before 2 years old is very 

high with chi1dren， execution of such 1earning had to be 
postponed unti1 deve10pment of hearing aids and progress of 
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diagnosis system in an early stage were started. This is the 

reason why the above-mentioned contribution was made. At 

present， children are， even if they are O-year-old infants， 

fortunate enough to be allowed to wear hearing aids and to 

start their auditory learning as soon as trouble is found 

with them. 

Under 'such a situation， rnany of deaf schools conduct 
the guidance for the children ranging frorn one year to 2 

years in a style of educat工oncounseling in consideration of 

the highness of the educational effect， desp工tea variety of 

the burden irnposed due to the fact that such learn工ngactiv-

ity is placed out of consideration in the school education 

law. Also there 工5 a tendency that the nurnber of deaf 

schools taking up O-year-old ch工ldrenas objectives is in-

creas~ng. 

On the other hand， the environrnent of th巴 facilities to 
be used as sites for guidance can hardly be said to be the 

ones fully functional to the recent years' guidance rnethods 

to activate to the full the auditive sense， and alignrnent of 
the whole environment of the deaf schools is longed for. 

Above all the alignment of the section of the early educa-

tion taking up young children before entering schools as 

objectives including the education counseling for children 

of 0--2 years old that is believed to be an update subject 

is becorning an urgent necessity. 工naddition to the above， 
it is imagined that how good the early educatェon is will 

exercise influence on how the education after the elementary 

stage of deaf schools will be. Therefore the section of th巴

early education of the children of 0--5 years old can be 

said to be a section to the rnost fundarnental planning of the 

deaf schools. 

This study airns at obtaining the effective knowledge in 

architectural planning for the section of 七heearly educa-

tion in deaf schools founded for the children of 0--5 years 

old hav工ngdisability in auditive sense through the analysis 

of the learning style closely related to the guidance rnethod 
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of the hearing irnpaired young children frorn the atternpt to 

explain七hecharacteristics seen there. 

工n that occasion，ェt is necessary to allow the early-

education section to find itselfエna position in the whole 

of the early education 5巴ctionof the deaf schools， taking 

account of the fact that the early-education section of the 

children of 0--5 years old is a section irnparting strong 

education linking consistently elernentary， lower secondary， 
and upper secondary sections. Therefore in this study， it is 
intended through the analysis of the affairs throughout the 

whole of the deaf schools 工n our country in what a posit工on

th巴 early-educationsection should find itself. Concurrently 

with this， it is also intended how the frarne and subject of 
the study of the architectural planning as the whole of the 

deaf schools should be exhib工ted.

This paper is cornprised of 工工 parts and 8 chapters 

together with 工ntroductionand Conclusions. 

工n 工ntroduction，not only th巴 purposeof the study and 
objectives are explained but also the affairs update and 

social significance of the early-education section of the 

deaf schools that have becorne the background of this study 

have been outlined keeping the affairs of the developrnent in 

the field of the researches relevant to the hearing irnpaired 

in rnind. 

工n Part 1， the whole of the deaf schools are grasped to 
be explained in consideration of the fact that several 

departrnents including an early education section are placed 

in the sarne carnpus in a deaf school and consistent education 

in the individual departrnents are strongly irnparted. After 

that， it is intended that not only the early education 

section is allowed to find itself in what a place in the 

whole of such a kind of departrnent but also the subjects at 

present are explained by offer工ngthe frames of the re-

searches for architectural planning of deaf schools. 

工n Chapter 1， the pre-war tirne is categorized by d工vid-
ing it into 2 groups of ages， i.e. the ages of schools for 
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the blind and the deaf and schools for the deaf and the 

dumb， and furthermore the post-war time is categorized by 

dividing it into 3 groups of periods， i.e. the periods of 

alエgnmentof the foundation as public education， arrangement 
of the equ工pmentfor aid of deaf education， and development 
of auditory learning education methods to explain the pro-

cess of the education concerned， keeping in mind the fields 
of researches for the hearing impaired closely related to 

the guidance method in the system and education of the hear-

ing impaired in connection with the development of the deaf 

schools that have never conventionally been grasped through-

out history in the field of architectural planning. 

In Chapter 2， not only classification is made in accor-
dance with the composition of the established departments 

but also grasping and analysis of the whole affairs on the 

deaf schools in our country is made taking up school types 

that are settled as a pivot in consideration of the dif-

ference in the composition of the established d巴partments in 

accordance with the individual schools for the deaf. The 

number of the classes per grade in average in a school for 

the deaf corresponds to one class. 工nthe meanwh工le， the 
number of the pupils per grade up to a lower secondary sec-

tion corresponds to a group comprised of 3--6 people， wher-
eas the one up to an upper secondary section corresponds to 

a group comprised of 8 people which is slightly greater than 

the former. On the other hand， 30--40宅 of the children 

change their course from the school for the deaf to an 

elementary school when they leave the kindergarten section 

to the elementary section. However narrowly 20% of those 

changers return to the school for the deaf when they enter 

the lower secondary section， and furthermore narrowly 30も of
them return to the school for the deaf， which m工ght be 
called a u-turn-type schooling pattern. Such characteristics 

of a school for the deaf are detailed in the chapter. 

工n Chapter 3， an attempt 工smade to grasp the affairs 
in the facilities of the deaf school. First in consideration 
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of the fact that dormitories are placed in the same campus， 

analysis of the style of the layout of the school buildings 

including dormitories are made. Secondly analysis were 

likewise made with respect to the layout style of the kin-

dergarten， elementary， lower secondary， and upper secondary 
departments together with the compos工tionof the special 

class rooms. Since 七heindividual departments are placed in 

the same campus， more than 2 departments including the 

kindergarten department are mixed not only in the same 

school buildings but also in the same floors. This implies 

that zoning among the departments is liable to be unclear. 

工n Chapter 4， an attempt is made to show what is the 
subject in presenting the frame for the study of architec-

tural planning of the deaf school by glancing at the learn-

ing environment of the hear工ngimpaired pupils with one each 

of the standard schools taken up for a case study among the 

4-department schools comprised of kindergarten， elementary， 

lower secondary departments， and upper secondary and 3-
department schools comprised of kindergarten， elementary， 

and lower secondary departments which might account for 

almost all the proportion of the types of schools. Above all 

in the early-education section， a learning style with which 

activity is in progress with many masses various in size and 

style such as guidance by individuals and by groups with a 

young ch工ld+ mother + teacher as a minimum learning unit， 

taking-out learning where another teacher takes out a young 

child at the time of group guidance and provides guidance in 

another place， etc. are seen. 
In Chapter 5， not only the frame of the study on the 

architectural planning of the deaf school is proposed based 

on the analysis and case study ranging from Chapter 1 to 

Chapter 4 but also in what a position the study concerning 

th巴 early-educationsection should find itself is explained. 

As study frames， the following 6 are settled and the matter 

to be their subコectis presented: (1) The architectural 

planning study concerning the early-education section 
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(education counse1ing， kindergarten department). (2) The 
architectura1 p1anning study concerning the compu1sory 

education section (e1ementary department， 10wer secondary 

department). (3) The architectdra1 p1anning study concerning 

the vocationa1 education section (upper secondary depart-

ment). (4) The study concerning the genera1 p1anning for 3 

section and dormitories of the deaf schoo1. (5) The regiona1 

p1anning study concerning the re1ationship between the 

ear1y-education section of the deaf schoo1 and the faci1ity 

of hearing impaired young ch工ldrentogether with kindergar 

tens. (6) The study concerning the re1ationship between the 

compu1sory-education section of the deaf schoo1 and e1emenー

tary/1ower-secondary schoo1s. 

工n Part 工工 ， a focus is taken on ear1y education of 

chi1dren aged between 0 and 5 dea1t with in Part工 and an 

attempt is made to obtain a suggestion in organizing archi-

tectura1 p1anning architectura1 by ana1yzing a 1earning 

sty1e c1ose1y 工e1atedwith today's gu工dance method making 

the most of auditive sense to exp1ain the characteristics of 

the sty1e. 

1n this connection in exp1aining in what a position the 

early-education section shou1d find itse1f， the fo11owing 
items are to be considered: (1) The ear1y-education section 

wi11 be a pivota1 portion in the deaf schoo1 because the 

section has to comp1y with the period important for the 

education of the hea工ingimpaired chi1dren. (2) 工t is imag-

ined that a way of existence of the who1e of the d巴afschoo1 

inc1uding a compu1sory education section wi11 be inf1uenced 

by how the education in the ear1y-education section shou1d 

be， owing to the promotion of the integrade. (3) Since 
chi1dren younger than 2 years old are out of consideration 

in the schoo1 education 1aw despite the fact that guidance 

for chi1dren of 0--2 years old is in execution 工n the ear1y-

education section， such wi11 be an urgent and important 

subject in the prob1ems inc1uding the de1ay in arrangement 

of the guidance for the hear工ng 工mpa工red.

(6 ) 

工nChapter 6， the ear1y-education section with chi1dren 
of 0--5 years old as objectives is focussed， and movement 

remarkab1e in the ear1y-education section in recent years 

such as increase of accredited c1asses for 2-year-01d chi1d-

ren and sanctioned schoo1s having kindergarten/grader c1ass-

es has been grasped. Concurrent1y with this， out1ines of the 
young chi1dren's education guidance method w工thwhich audi-

tive sense is activated to the maximum are described. 

工nChapter 7， exp1anation is made through the ana1ysis 

with a 1earning sty1e as a pivot 工n the fact that the char-

acteristics seen in the guidance affairs of the k工ndergarten

department of the chi1dren of 3--5 years old where guidance 

directed to acquisition of the words standing on the basis 

of the activation of the auditive sense brought up befor巴

the chi1dren reach 2 years old. Principa1 po工nts are sum-

marized as fol1ows: (1) Hearing impaired young chi1dren's 

mothers who shou1d p1ay important ro1e in dai1y guidanc巴

participate in the activity as members of the 1earning mass 

in a1most a11 the schoo1s. (2) Therefore as a 1earning mass， 
the fundamental 1earning mass is formed by the hearing 

impaired young chi1dren + mothers + teachers. (3) 工nc1uding

the guidance for individua1s conducted inヒhesaid fundam巴n-

ta1 1earning mass and the taking-out 1earning， the auditory 

1earning by forming a variety of 1earning masses 1arge， 
midd1巴 ， and sma11 in sca1e is in execution. 

工n Chapter 8， it is intended that in the education 
counse1工ng taking up the chi1dren of 0--2 years old with 

whom the effect of today's guidance method is most deep1y 

expected in the hope that the auditive sense wi11 be acti-

vat巴d to the utmost and in a natura1 sty1e as objectives， 
the characteristics seen in its guidance affairs wi11 be 

exp1ained. Main points are summarized as fo11ows: (1) The 

guidance of the education counse1ing is directed main1y to 

the instruction to mothers rather than to young chi1dren， 
the mother + audib1y-disab1ed young chi1dren + teachers wi11 

be a fundamental learning mass. (2) Based on the said funda-
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mental learning mass， guidance for the individuals and 

groups is made. (3) Glancing at a weekly guidance styl巴， a 

fundamental style is noted in a manner that the guidance in 

which importance is attached to the guidance for the ind工-

viduals generally with O-year children is provided. Further-

more the guidance is gradually moved from the guidance for 

the individuals to the one for the groups， and a fundamental 

style of the guidance for the individuals + the one for the 

groups is formed almost with the 2-year-old children can be 

perceived. 

工n the final chapter， major items explained in the 
analysis of this paper are summarized. 工n addition， descrip-
tion for an idea of the architectural planning concerning 

the early-education section in the deaf school is made based 

on the knowledge obtained in the summary of the said major 

items. 
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Studie zur architekton工schenPlanung im Ber巴工ch

Fruherziehung von Horbehindertenschulen 

Takamitsu HlRANE 

In den mehr als hundert Jahren seit Anfang der Meiji 

Zeit waren im japanischen Erz工ehungsweseneine Reihe 

unterschiedlicher Entwicklungen bei den 

Unterrichtsmethoden fur horbehinderte Kinder zu 

verzeichnen， wie z.B. in Bezug auf Zeichen-und 

L工ppensprache. Dazu z品hltauch eine bemerkensw巴rte

Erganzung zu den Unterrichtsm巴thodenin den jungst巴n

Jahren， die auf Fortschritte sowohl im Bereich 

Erziehung der sich mit H凸rbehinderungenbesch品ftigenden

mediz工nischenWissenschaften als sondern auch im 

Bereich der Entwicklung von Horhilfen， Audiologie usw 

zuruckgehヒ. Der Trend fuhrt von den konvent工onellen

Methoden， bei denen Aussprache und Sprachgebrauch 

systemat工schprimar unter Leiヒungdes Lehrers erl巴rnヒ

werden， hin zu einer max工mal巴nAktv工v工erungd巴s

Gehorsinns im S工nneder voll巴nNutzung des verbliebenen 

naturlichen Gehors. Eine auf dieser Unterrichtsmeヒhode

basierende Erziehung ist heute an allen 

Horbehinderヒenschulenverbreiteヒ

D工eseUnterr工chtsmethodehat nicht nur wesentlich 

zur Erziehung an den Horbehinderヒenschulenals Ganzes 

beigetragen. Bemerkenswert ist， das sie im Rahmen der 
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Fruherzェehungim in v工elle工chtnoch starkerem Mase dazu 

genuヒztwird， e工nbetrachtliches Potential bei 

Kleinkindern zwischen 0 und 5 Jahren zu erschliesen. 

Obwohl aus med工zinischerSicht seit langem aufgezeigt 

wird， das eine besonders effektive Schulung des Gehors 

moglich ist， wenn diese vor Ende des 2. Lebensjahres 

begonnen w工rd，konnte deren Einfuhrung erst realisiert 

werden， nachdem die Entw工cklungentsprechender 

Horhilfen und fortschrittlicher Diagnosesysteme fur die 

Fruherzi巴hungbegonnen hatte. Sie ermδglichten erst die 

wirkungsvolle Ausbildung des Gehors. Heute s工ndKinder， 

darun七巴r selbst Kleinkinder unter 1 Jahr， 工nder 

glucklichen Lage， unverzuglich Horhilfen benutzen und 

d巴n auditiven Lernprozes beginnen zu konnen， sobald das 

Vorl工egender Horbehinderung erkannt wird 

Vor diesem H工ntergrundhaben viele 

Horbehinder七enschulenangesichts des grosen 

poヒentiellenErzi巴hungseffektsein巴 Erziehungsberatung

zur Unterrichヒungvon Kindern im Alter von 1 bis 2 

Jahr巴naufgenommen， obwohl die Tatsache， das solche 

Lernaktiviヒaヒenim Rahmen des Schulbildungsgesetzes 

nicht berucksichtigt s工nd，eine Reihe von Belastungen 

m工tsich bringヒ Daruberhinaus ist auch die Zahl der 

Horbehindertenschulen， die sich mit Kleink工ndernunter 

1 Jahr befassen，工mWachsen begriffen 

Auf der anderen Seite kann wohl kaum davon 

g巴sprochenwerden， das die bei den benutzヒen

Einrichtungen besteh巴ndenRahmenbedingungen funkヒionell
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zu einer intensiven Nutzung der neuen 

Unterrichtsmethoden fur die Aktivierung des Geh凸rs工nns

beitragen， so das eine Anpassung des gesamten Sysヒems

der Horbehindertenschulen wunschenswert ersche工nヒ

Dabei gilt vor allem die Anpassung im Bere工chder 

Fruherziehung von Kindern im noch nicht 

schulpflichtigen Alter， einschliesl工chder 

Erziehungsberatung fur Kinder unt巴r 2 Jahren， als e工ne

besonders aktuelle und dringliche Aufgabe. Man geht 

auch davon aus， das die Qualit品tder Fruherziehung den 

Verlauf der der auf die Elementarsヒufeder 

Horbehindertenschulen folgenden Erziehung be巴influst.

D工eFruherziehung der Kind巴rvon 0 b工s5 Jahren kann 

daher als eine Phase mit masgeblicher B巴deutungfur die 

Planung an Horbehindertenschulen bezeichnet werden. 

Die vorliegende Studie bezweckt， durch Analyse der 

eng mit der Horbehinderten-Unterrichtsmethode 

verknupften Lernweisen und durch Erklarung der dabei 

vorliegenden Besonderheiten effektives wiss巴n fur die 

architektonische Planung des Bereiches Fruherziehung an 

Horbehindertenschulen fur K工ndervon 0 bis 5 Jahren zu 

erwerben 

H工erzuist es erforderlich， eine den Bereich 

Fruherziehung im Gesamtrahmen der Horbehindertenschule 

zu positionieren， wobei zu berucks工chtigenist， das die 

Fruherziehung der Kinder bis zum 5. Lebensjahr ein 

starkes durchgehendes Bindeglied zw工schenden den 

Bereichen Elementarstuf巴 unduntere und obere 
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Sekundarstufe darstellt. In dieser Studie wurde daher 

der Versuch unternommen， durch Analyse der Verhaltnisse 

an den japanischen Horbehindertenschulen 

herauszuarbeiten， welche Sヒellungdem Bereich 

Fruh巴rz工ehungim Gesamtrahmen zukommen sollte 

Gleichzeiヒigdamit sollen auch der Rahmen und die 

Inhalte der archiヒ巴ktonischenPlanung an den 

Horbehindertenschulen als Ganzes umrissen werden. 

D工evorliegende Abhandlung umfasヒ zweiTeile miヒ

insgesamt 8 Kapiteln， Einleitung und Schlusbetrachtung. 

Die Einleiヒungerlautert Zweck und Zielsetzungen 

der Stud工eund umreisヒdenaktuellen Stand sow工edi巴

soz工aleBedeutung des Bereiches Fruh巴rzi巴hungan den 

untersuchten Horbehindert巴nschulenunter besonderer 

Berucksichtigung der Entw工cklungauf den fur 

Horbehinderte relevanten Gebieten der Forschung. 

工n Te工1 1 wird unヒersucht，wie verschiedene Stufen 

巴inschliesl工chder Fruherz工ehungin den Schulanlagen 

fur Horbehinderte zusammengefast sind und 工nwieweitdie 

einzelnen Sヒufeneine konsequente Erz工ehungvermユtteln.

Gleichzeitig wird v巴rsucht，den Bereich der 

Fruherz工ehungin dies巴m Kontext anzusiedeln und den 

Rahmen und die Gegenstande der Studie zur 

architektonischen Planung der Horbehindertenschulen als 

Ganzes zu erlautern. 

In Kapitel 1 wird zunachsヒdieVorkriegszeiヒnach

Kategor工巴nbesprochen， wobei be工 den Schulen nach Alter 

zwischen zwei Gruppen， namlich Schulen fur Seh- und 
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Horbehinderte und Schulen fur Horbehinderte und geisヒig

Behinderte， unterschieden werd巴n. Es folgt ein巴

Kategorisエerungder Horbehindertenschulen der 

Nachkriegszeit， bei der zur Erlauterung der Entwエcklung

in diesem Bereich mit der Verankerung als offenヒliche

Erziehung， d巴r Erstellung von Hilfsgeraten fur di巴

Horbehinderten-Erziehung und der Entwicklung von 

Erziehungsmeヒhodenfur aud工ヒorischesLernen zwischen 

drei Phasen unヒerschiedenw工rd.Dabei werden die 

Geb工eted巴r Forschung im Auge behalten， die im H工nblick

auf d工eEntwicklung der Horbehindertenschulen in engem 

Zusammenhang mit dem System und der Unterrichtsm巴ヒhode

der Horbehinderten-Erzi巴hungstehen und be工 d巴r

konventionellen architektonischen Planung in der 

Vergangenheit nicht berucks工chtigヒ wurden.

In Kapitel 2 wird zum einen e工neKlassifizierung 

nach d巴r Konstellation eingerichteter Stufen 

vorgenommen und zum anderen eine Analyse der 

japanischen Horbehindertenschulen als Ganzes 

vorgenommen， wobei auch auf unterschiedliche Schultypen 

工n Bezug auf die Kombination der an den Schulen 

vorhandenen Stufen eingegangen wird. Die Zahl der 

Klassen pro Schuljahr betragt im Durchschnitt der 

Schulen eヒwa1 Klasse. Dabe工 betr品gtdie Zahl der 

Schuler pro Schuljahr bis zum unteren sekund品ren

Bere工ch3 bis 6 Kinder， wahrend sie in der oberen 

Sekund品rstufemit 8 Kindern etwas groser isヒー 30 bis 40 

% der Kinder wechseln nach dem Verlassen der 
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Kindergartenstufe von der Horbeh工ndertenschulezu 巴lner

Grundschule. Knapp 20 苫 dieserKinder kehren allerdings 

beim Eintrittエndie untere sekundare S七ufeund fasヒ 30

告 imweiteren Verlaufe zur Horbehindertenschule zuruck， 

so das von einem Schulsystem miヒ Ruckfuhrunggesprochen 

werden kann. Kapitel 2 erlautert die diesbezuglichen 

Besonderheiten der Horbeh工ndertenschulen.

Das Kapitel 3 umreist die Situation in Bezug auf 

die Einr工chヒungender Horbehindertenschulen. Zunachst 

wird das Vorhandense工nvonトlohnheimenauf dem selben 

Gel品ndeaufgegriffen und der Grundris von Schulkoπllexen 

m工t internen Wohnheimen analysiert. Als zweites folgt 

in gle工cherWeise eine Analyse der Anordnung von 

Kindergarten， Elementar-， unterer Sekundar-und oberer 

Sekundarsヒufezusammen mit der Konfiguration an 

speziellen Klassenraumen. Die Unterbringung der 

einzelnen Stufen einschlieslich Kindergartens七ufein 

巴inerAnlage hat zur Folge， das nicht nur das selbe 

Schulgebaude， sondern auch der selbe Flur von mehr als 

zwei Stufen benutzt wird. Dies bedeuteヒ， das die 

Zonentrennung zw工schenden Stufen vielfach zwangslaufig 

unscharf ist 

In Kapitel 4 wird versucht， Rahmen und Inhalter 

der Sヒudiezur archiヒektonischenPlanung von 

Hゐrbehindertenschulendurch Betrachtung des Lernumfelds 

horbehinderter Kinder anhand von Fallstudien zu 

vierstufigen Schulen m工ヒ Kindergarten， Elementar-， 

unterer Sekundar-und oberer Sekundarstufe sowie 
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dreistufigen Schulen mit Kindergarヒen，Elementar-und 

unterer Sekundarstufe herauszuarbeiten， mit denen 

nahezu alle Schulヒypenerfast sein durften. Vor allem 

工m Bere工chder Fruh巴rz工ehungist eine Lernweise zu 

beobachten， deren Aktiv工ヒ品tmit Einbeziehung 

verschiedener Lernmass巴nuntersch工巴dlicherArt und 

Gros巴 ablauft. Beispiele sind der Einzel-und 

Grupp巴nunterr工chtm工tKind + Mutter + Lehrer als 

Mind巴stgroseder Lerne工nheitund der gezielte 

Individualunterrichヒ， bei dem ein zusatlicher Lehrer 

jeweils ein Kind aus dem Gruppenunterricht herausgre工ft

und an e工nemanderen Ort gesondert unヒerrichヒet.

In Kapitel 5 wird m工tBezug auf die in den 

Kap工teln1 bis 4 behandelten Fallstudien ein Rahmen fur 

die Un七ersuchungder architektonischen Planung von 

Hゐrbehindertenschulenvorgeschlagen und erlautert， an 

welch巴r Sヒelleder Bereich Fruherziehung posiヒlonlert

werden sollte. Als Rahmen der Untersuchung werden die 

folgenden 6 Gegenst品ndevorgeschlagen und inhaltlich 

naher erl品uヒerヒ(工) Architektonische Planung fur den 

Bereich der Fruherziehung (Erziehungsberatung， 

Kindergartenstufe)， (2) architektonische Planung fur 

den schulpflichヒigenBere工ch (Elementarstufe， unヒere

Sekundarstufe)， (3) architektonische Planung fur den 

berufsbildenden Bereich (obere Sekundarstufe)， (4) 

allgeme工ne Planung fur die drei Stufen und Wohnheimen 

an Horbehinderヒenschulen， (5) regionale Planung 

hinsich七l工chder Beziehungen zwischen der Fruherziehung 
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an Horbehindertenschulen und der Plazierung 

horbehind巴rterKinder in Kinderg品rヒen，und (6) 

Beziehungen zw工schendem Pflichtschulbereich von 

Horbeh工ndertenschulenund den Grund-bzw. unteren 

Sekundarschulen. 

1m Mittelpunkt von Te工1 II steht d工巴 in Teil 1 

behand巴lteFruherziehung von Kindern zwischen 0 bis 5 

Jahren， wobei versucht wird， durch Analyse der eng an 

die heutigen Unterr工chtsmethodengekoppelten Lernwe工sen

zur maximalen Nutzung des Gehorsinns deren 

Besonderheiten herauszuarbeiten und Anregungen fur die 

Organ工saヒ工onder architektonischen Planung zu gewinnen. 

Zur Erlaut巴rungder dem Bereich der Fruherziehung 

zukommenden B巴deutungwerden die folgenden Themen 

behandelヒ (1) Die zentrale Rolle der Fruherziehung an 

Horbehエndertenschulenwegen ihres Zusammenfallens miヒ

巴工nerfur die Schulung horbehinderter Kinder wichtigen 

Phase. (2) Mogliche Beinflussung der Exisヒenzformvon 

Horbehindertenschulen als Ganzes， einschliesl工chder 

schulpfl工chtigenStufen， durch eine auf Forderung der 

1ntegration ausgerichtete Erziehung im Bereich der 

Fruherz工ehung. (3) Dringende und schwerwiegende 

Problematik， das die Nichtberucksicht工gungvon Kindern 

unter 2 Jahren im Schulb工ldungsgeseヒzu. a. zu 

Verzogerungen bei der Unterrichtung horbehinderter 

Kinder fuhrヒ， obwohl im Bereich der Fruherziehung 

Unterricht fur Kinder von 0 bis 2 Jahren durchgefuhrt 

wird. 
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Das Kapitel 6 bespricht die Fruherziehung von 

Kindern im Alヒervon 0 bis 5 Jahren und zeigヒdie

bemerkenswerヒenEnヒW工cklungender letzten Jahre in 

diesem Bereich auf， w工e z.B. eine Zunahme der 

anerkannヒenKlassen fur zweijahr工geKinder und die 

wachsende Zahl zugelassener Schulen mit K工ndergarten-

und pflichヒschulstufen.Parallel h工erzuwerden auch d工巴

Grundzuge der Unterrichtsmethoden beschrieben， mit 

denen， wie b巴reitserwahnt， der Gehorsinn von 

Kleinkindern in maximaler Weise aktivi巴rヒwird.

1n Kapitel 7 wird d工eLernweise von Kindern im 

Alヒervon 3 bis 5 Jahren in der Kindergarヒenstufemiヒ

Aktivierung des Gehorsinns durch Akquisition von 

Schlusselworten vor Erreichen des 2. Lebensjahres 

analysiert. Hierbei gelヒenfolgende Schwerpunkte: (工)

Die Mutヒerder horbehinderten Kleinkinder， denen im 

tagl工chentaglichen Unterricht eine wichヒigeRolle 

zukommヒ， nehmen daran an fast allen Schulen als akt工V巴

Teilnehmer der Lernmasse teil. (2) Hierbei besヒehtdi巴

Bas工s-Lernmasseaus den horbehinderten Kindern + 

Muttern + Lehrern. (3) Fur das auditorische Lernen 

werden grose， mittelgrose und kleine Lernmassen 

gebildet， darunter die besagte Basis-Lernmasse fur d巴n

Einzelunterricht und gezielter 1ndividualunterricht 

durch Herausgreifen. 

Das Kapitel 8 erl品utertdie Besonderheiten des 

Unヒerrichtszur Erziehungsberatung fur Kinder von 0 bis 

2 Jahren， be工 denenmit Hilfe moderner 
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Unterrichヒsmethodeneine maximale naヒurl工che

Aktivierung des Gehorsinns angestrebヒwird. Die 

Haupヒgegenst品ndestellen sich folgendermasen dar: (ユ)

Der Unヒerr工chtzur Erzi巴hungsberatungist primar auf 

Instru工巴rungder Mutter und weniger der Kleink工nder

ausger工chte七， wobei Mutter + horbehinderヒesKleinkind + 

Lehrer eine Basis-Lernmasse bilden. (2) Auf dieser 

Bas工s-Lernmasseals Grundlage wird E工nzel-und 

Gruppenunterr工chtdurchgefuhrt. (3) Die wochenヒliche

Unterrichtung erfolgt nach dem Grundmuster， das bei 

K工ndernim ersten Lebensjahr generell Einzelunterrich七

durchgefuhrヒ wird.We工terhinist erkennbar， das 

allmahlich von Einzelunterricht auf Gruppenunterr工cht

ubergegangen wird und sich bei Kindern ab 2 Jahren als 

GrundmusヒerEinzel-und Gruppenunterricht erfolgen. 

Die Schlusbetrachtung fast die in den Analysen 

erlauヒerヒenHauptgegenstande zusammen， um anhand des 

anhand der Analysen erworbenen Wissens das Konzept der 

archiヒektonischenPlanung im Bereich der Fruherziehung 

zu enヒW巴rfen.




